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災害応急対策編（共通）第１部 総則 

第１章 関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

 

第１節 関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱 

県、市町村、警察本部、消防局、自衛隊等防災関係機関は、それぞれの所掌事務又は業務を通じて鳥取県の地域

に係る防災に寄与するものとする。 

災害対策基本法第 40 条第２項に規定する各機関が防災に関して処理すべき事務又は業務の大綱は、次のとおり

とする。 

１ 県 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

県 

警察本部 

１ 鳥取県防災会議に関する事務 

２ 防災に関する組織の整備 

３ 防災に関する訓練及び防災思想の普及 

４ 防災に関する施設及び設備の整備 

５ 防災に関する物資及び資機材の備蓄及び整備 

６ 災害情報等の収集及び伝達並びに被害調査 

７ 水防その他の応急措置 

８ 被災者の救助及び救護措置 

９ 災害時の文教対策 

10 清掃、防疫その他の保健衛生対策 

11 施設及び設備の応急復旧 

12 交通規制及び災害警備 

13 緊急輸送の確保 

14 災害復旧の実施 

15 市町村が処理する防災に関する事務又は業 

務の実施についての指導、援助及び調整 

２ 市町村、消防局 

機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

市町村 

消防局 

１ 市町村防災会議に関する事務 

２ 防災に関する組織の整備 

３ 防災に関する訓練及び防災思想の普及 

４ 防災に関する物資及び資機材の備蓄及び整備 

５ 防災に関する施設及び設備の整備 

６ 災害情報の収集及び伝達並びに被害調査 

７ 水防、消防その他の防災活動の実施及び他市 

町村に対する応援措置 

８ 被災者の救難、救助その他の保護 

９ 被災者の医療、助産の実施 

10 避難の指示 

11 災害時の文教対策 

12 清掃、防疫その他の保健衛生対策 

13 施設及び設備の応急復旧 

14 緊急輸送の確保 

15 災害復旧の実施 

16 管内の関係団体、防災上重要な施設の管理者等

が実施する災害応急対策等の指導、援助及び調整 

３ 指定地方行政機関等 

区分・関係機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

指定地方

行政機関 

中国四国管区警察局 １ 管区内各警察の指導調整 

２ 警察庁との連絡・調整及び他管区警察局との連携 

３ 関係機関との協力 

４ 情報の収集及び連絡 

５ 警察通信の運用 

６ 津波警報及び大津波警報の伝達 

中国四国管区行政評価局 

（鳥取行政監視行政相談

センター） 

１ 被災者への生活支援情報の提供 

２ 災害時における専用電話を備えた相談窓口の開設 

３ 災害時における特別行政相談所の開設  

中国総合通信局 １ 所掌事務に係る災害情報の収集及び伝達に関すること 

２ 電波の監理及び電気通信の確保に関すること 

３ 災害時における非常通信の運用監督に関すること 

４ 非常通信協議会の指導育成に関すること 

５ 災害対策用移動通信機器、臨時災害放送機器及び移動電源車等の

貸与並びに携帯電話事業者等に対する貸与要請に関すること 

中国財務局 

（鳥取財務事務所） 

１ 地方公共団体に対する災害融資 

２ 災害時における金融機関に対する緊急措置の要請 

３ 公共事業等被災施設の査定の立会 

４ 災害時における県、市町村等に対する普通財産の無償貸付 

中国四国厚生局 １ 独立行政法人国立病院機構等、関係機関との連絡調整 

鳥取労働局 １ 労働災害防止についての監督、指導 

２ 労働災害に係る補償並びに休業補償の実施及び被災労働者に対す 

る救助、救急措置に関する協力 

中国四国農政局 

（鳥取県拠点） 

１ 海岸保全施設整備事業、農地防災事業及び地すべり防止対策事業   

 による農地、農業用施設等の防護 

２ 農地防災施設又は農業水利施設の維持管理の指導 

３ 農作物等に対する被害防止のための営農技術指導 



【災害応急対策編（共通）】 第１部 総則 「第１章 関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱」 

99 

 
 

区分・関係機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

４ 営農資材の供給指導、病害虫防除所及び家畜保健衛生所の被害状 

 況の把握 

５ 農地、農業用施設、海岸保全施設、地すべり防止施設及び農業共 

 同利用施設についての災害復旧事業 

６ 被害農林漁業者が必要とする天災融資法に基づく災害資金、株式 

 会社日本政策金融公庫資金等の融資に関する指導 

７ 災害時における主要食糧の供給対策 

近畿中国森林管理局 １ 国有保安林、治山施設等の整備 

２ 国有林における予防治山施設による災害予防 

３ 国有林における荒廃地の復旧 

４ 木材需給動向の把握と供給・緊急輸送の要請 

中国経済産業局 １ 災害時の物資の供給対策 

２ 被災商鉱工事業者に対する融資あっせん 

３ 被災電気、ガス事業施設の復旧促進措置 

中国四国産業保安監督部 １ 火薬類、高圧ガス等所掌に係る危険物又はその施設、電気施設、 

 ガス施設等の保安の確保 

２ 鉱山における危害及び鉱害の防止並びに鉱山施設の保全 

中国地方整備局 

（鳥取河川国道事務所、

倉吉河川国道事務所、日

野川河川事務所、境港

湾・空港整備事務所） 

１ 直轄土木施設の計画、整備、災害予防、応急復旧及び災害復旧 

２ 地方公共団体等からの要請に基づく応急復旧用資機材、災害対策

用機械等の提供 

３ 国土交通省所掌事務に関わる地方公共団体等への勧告、助言 

４ 災害に関する情報の収集及び伝達 

５ 洪水予報及び水防警報の発表及び伝達 

６ 災害時における交通確保 

７ 海洋の汚染の防除 

８ 緊急災害対策派遣隊（TEC－FORCE）の被災地方公共団体への派遣 

中国運輸局 

（鳥取運輸支局、鳥取運

輸支局境庁舎） 

１ 所掌業務に係る災害情報の収集及び伝達 

２ 輸送等の安全確保に関する指導監督 

３ 関係機関及び関係輸送機関との連絡調整 

４ 緊急輸送に関する要請及び支援 

大阪航空局 

（美保空港事務所） 

１ 災害時における航空輸送の調査及び指導 

２ 災害時における関係機関と航空輸送者との連絡調整 

国土地理院中国地方測量

部 

１ 災害情報の収集及び伝達における地理空間情報活用の支援・協力 

２ 防災情報及び災害復旧・復興に資する地理空間情報の提供と活用

支援・協力 

３ 災害復旧・復興に伴う公共測量への技術的助言及び審査の実施 

大阪管区気象台 

（鳥取地方気象台） 

１ 気象、地象、地動及び水象の観測並びにその成果の収集及び発表 

２ 気象、地象（地震にあっては、発生した断層運動による地震動に

限る）及び水象の予報及び警報等の防災気象情報の発表、伝達及び

解説 

３ 気象業務に必要な観測、予報及び通信施設の整備 

４ 地方公共団体が行う防災対策に関する技術的な支援・助言 

５ 防災気象情報の理解促進、防災知識の普及啓発 

第八管区海上保安本部 

（境海上保安部・鳥取海

上保安署・美保航空基

地） 

１ 情報の伝達・周知 

２ 海難救助等 

３ 海上における緊急輸送 

４ 海上交通安全の確保 

５ 海上における治安の維持 

中国四国地方環境事務所 

 

１ 大山隠岐国立公園に係る災害情報の収集及び伝達 

２ 国立公園内の施設の復旧に係る調整及び支援 

３ 廃棄物処理施設及び災害廃棄物の情報収集及び伝達 

４ 災害時における環境省（本省）との連絡調整 

５ 被災動物の保護等に係る支援 

近畿地方環境事務所 １ 山陰海岸国立公園に係る災害情報の収集及び伝達 

２ 山陰海岸国立公園内の施設の復旧に係る調整及び支援 

３ 山陰海岸国立公園の災害時における環境省（本省）との連絡調整 

中国四国防衛局 １ 災害時における防衛省（本省）及び自衛隊との連絡調整 

２ 災害時における米軍部隊との連絡調整 
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区分・関係機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

陸上自衛隊（第８普通科連隊） １ 災害派遣の準備 

(１)防災関係資料の基礎調査 (２)災害派遣計画の作成 

(３)防災に関する訓練の実施 

２ 災害派遣の実施 

(１)人命又は財産の保護のために緊急に行う必要のある応急救援又 

は応急復旧 

(２)災害救助のため防衛省の管理に属する物品の無償貸与及び譲与 

 

区分・関係機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

指定公共

機関 

国立研究開発法人日本原

子力研究開発機構 

(人形峠環境技術センター) 

１ 原子力施設の災害予防 

２ 原子力災害に係る災害情報の収集及び伝達 

３ 原子力災害時における施設内の応急対策 

４ 平常時及び緊急時環境モニタリングの実施 

５ 放射性物質に汚染された物質の除去及び除染 

独立行政法人国立病院機

構（中国四国グループ） 

１ 災害時における医療救護の実施 

日本銀行 

（松江支店、鳥取事務

所） 

１ 銀行券の発行ならびに通貨および金融の調節 

２ 資金決済の円滑の確保を通じ信用秩序の維持に資するための措置 

３ 金融機関の業務運営の確保に係る措置 

４ 金融機関による金融上の措置の実施に係る要請 

５ 各種措置に関する広報 

日本赤十字社 

（鳥取県支部） 

１ 被災者の医療、助産その他の救護活動の実施 

２ 災害時の応援救護班及び一般ボランティアとの連絡調整 

３ 義援金の募集及び配分 

４ 血液搬送 

５ 無線奉仕団による情報収集及び関係機関との連絡 

６ 救援物資の配布 

７ 赤十字奉仕団のボランティア活動の調整 

日本放送協会 

（ＮＨＫ鳥取放送局） 

１ 気象予警報、災害情報等の報道 

２ 災害時における災害状況の収集及び報道 

西日本高速道路株式会社 

（中国支社） 

１ 災害時の高速自動車国道における輸送路の確保 

２ 災害時の緊急通行車両等の通行に伴う料金徴収の免除の取扱い 

西日本旅客鉄道株式会社 

（ＪＲ西日本中国統括

部） 

１ 鉄道施設の災害予防 

２ 災害時における救助物資及び人員の緊急輸送 

３ 鉄道施設の応急対策及び災害復旧 

日本貨物鉄道株式会社 

（米子営業支店） 

１ 災害時における救助物資の緊急輸送 

西日本電信電話ＮＴＴ西

日本株式会社 

（ＮＴＴ西日本鳥取支店） 

１ 通信施設、設備の災害予防及び非常時の通信確保等 

２ 通信施設、設備の応急対策及び災害復旧 

日本郵便株式会社 

（鳥取中央郵便局） 

１ 災害時における郵便業務 

２ 災害時における為替貯金、簡易保険等の非常取扱い及び災害つな 

ぎ資金の融資 

日本通運株式会社 

（山陰支店） 

１ 災害時における貨物自動車による救助物資及び人員の緊急輸送 

福山通運株式会社 １ 災害時における貨物自動車による救助物資及び人員の緊急輸送 

佐川急便株式会社 

（中国・四国支社） 

１ 災害時における貨物自動車による救助物資及び人員の緊急輸送 

ヤマト運輸株式会社 

（津山主管支店） 

１ 災害時における貨物自動車による救助物資及び人員の緊急輸送 

中国電力株式会社 

（鳥取支社） 

中国電力ネットワーク株

式会社（山陰ネットワー

クセンター） 

１ 電力施設の災害予防 

２ 災害時における電力の供給対策 

３ 電力施設の応急対策及び災害復旧 

ＫＤＤＩ株式会社 

（中国総支社） 

１ 通信施設、設備の災害予防及び非常時の通信確保等 

２ 通信施設、設備の応急対策及び災害復旧 

株式会社ＮＴＴドコモ １ 通信施設、設備の災害予防及び非常時の通信確保等 
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区分・関係機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

指定地方

公共機関 

中国支社 ２ 通信施設、設備の応急対策及び災害復旧 

エヌ・ティ・ティ・コ

ミュニケーションズ株式

会社 

１ 通信施設、設備の災害予防及び非常時の通信確保等 

２ 通信施設、設備の応急対策及び災害復旧 

ソフトバンク株式会社 １ 通信施設、設備の災害予防及び非常時の通信確保等 

２ 通信施設、設備の応急対策及び災害復旧 

楽天モバイル株式会社 １ 通信施設、設備の災害予防及び非常時の通信確保等 

２ 通信施設、設備の応急対策及び災害復旧 

日ノ丸自動車株式会社 １ 災害時における自動車による人員の緊急輸送 

日本交通株式会社 １ 災害時における自動車による人員の緊急輸送 

日ノ丸西濃運輸株式会社 １ 災害時における貨物自動車による救助物資及び人員の緊急輸送 

鳥取ガス株式会社 １ ガス施設の災害予防 

２ 災害時におけるガスの供給対策 

３ ガス施設の応急対策及び災害復旧 

米子瓦斯株式会社 １ ガス施設の災害予防 

２ 災害時におけるガスの供給対策 

３ ガス施設の応急対策及び災害復旧 

株式会社新日本海新聞社 １ 災害時における災害状況の収集及び報道 

２ 災害時における住民への情報の周知 

日本海テレビジョン放送

株式会社 

１ 気象予警報、災害情報等の報道 

２ 災害時における災害状況の収集及び報道 

株式会社山陰放送 １ 気象予警報、災害情報等の報道 

２ 災害時における災害状況の収集及び報道 

若桜鉄道株式会社 １ 災害時における鉄道及び陸路による緊急輸送 

一般社団法人鳥取県ト

ラック協会 

１ 災害時における貨物自動車による救助物資及び避難者の輸送 

 

株式会社山陰中央新報社 １ 災害時における災害状況の収集及び報道 

２ 災害時における住民への情報の周知 

山陰中央テレビジョン放

送株式会社 

１ 気象予警報、災害情報等の報道 

２ 災害時における災害状況の収集及び報道 

株式会社エフエム山陰 １ 気象予警報、災害情報等の報道 

２ 災害時における災害状況の収集及び報道 

公益社団法人鳥取県医師会 １ 災害時における医療救護の実施 

一般社団法人鳥取県ＬＰ

ガス協会 

１ ＬＰガス施設の災害予防及び災害時におけるＬＰガスの供給対策 

鳥取県農業協同組合中央

会 

１ 災害時における食糧調達供給 

智頭急行株式会社 １ 災害時における鉄道による緊急輸送 

一般社団法人鳥取県バス協会 １ 災害時における自動車による人員の緊急輸送 

公益社団法人鳥取県看護協会 １ 災害時における医療救護の実施 

一般社団法人鳥取県歯科

医師会 

１ 災害時における医療救護の実施 

２ 遺体の検視、身分確認及び処理に関する協力に関すること 

一般社団法人鳥取県助産師会 １ 災害時における医療及び助産活動に関すること 

一般社団法人鳥取県薬剤師会 １ 災害時における医療救護の実施 

社会福祉法人鳥取県社会

福祉協議会 

１ 災害ボランティアに関すること 

２ 避難行動要支援者避難支援センターに関すること 

日本海ケーブルネット

ワーク株式会社 

１ 有線テレビジョンによる災害時の情報提供 

２ 有線テレビジョンによる気象予警報等、災害に関する情報の住民

への提供 

３ その他災害に関する広報活動 

株式会社鳥取テレトピア １ 有線テレビジョンによる災害時の情報提供 

２ 有線テレビジョンによる気象予警報等、災害に関する情報の住民

への提供 

３ その他災害に関する広報活動 

株式会社中海テレビ放送 １ 有線テレビジョンによる災害時の情報提供 

２ 有線テレビジョンによる気象予警報等、災害に関する情報の住民

への提供 

３ その他災害に関する広報活動 

鳥取中央有線放送株式会

社 

１ 有線テレビジョンによる災害時の情報提供 

２ 有線テレビジョンによる気象予警報等、災害に関する情報の住民
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区分・関係機関名 処理すべき事務又は業務の大綱 

への提供 

３ その他災害に関する広報活動 

 

第２節 災害対策基本法による要請等 

１ 地域防災計画の実施の推進のための要請等（災害対策基本法第 45 条） 

県防災会議の会長又は市町村防災会議の会長は、地域防災計画の的確かつ円滑な実施を推進するため必要がある

と認めるときは、下記の対象機関等に対して必要な要請、勧告、指示を行うものとする。 

また、必要に応じ、各地域防災計画の実施状況について、報告又は資料の提出を求めるものとする。 

(１)県防災会議が要請等を行う主な対象機関等 

指定地方行政機関、県、市町村、指定地方公共機関、公共的団体、防災上重要な施設の管理者 

(２)市町村防災会議が要請等を行う主な対象機関等 

市町村、公共的団体、防災上必要な施設の管理者 

２ 知事の通知等（災害対策基本法第 55 条） 

知事は、法令の規定により、気象庁その他の国の機関から災害に関する予報若しくは警報の通知を受けたと

き、又は自ら災害に関する警報をしたときは、法令又は県地域防災計画の定めるところにより、予想される災害

の事態及びこれに対してとるべき措置について、関係指定地方行政機関、指定地方公共機関、市町村その他の関

係者に対し、必要な通知又は要請をするものとする。（第３部第１章「気象情報の伝達」参照） 

３ 市町村長の事前措置等（災害対策基本法第 59 条） 

市町村長は、災害が発生するおそれがあるときは、災害が発生した場合においてその災害を拡大させるおそれ

があると認められる設備又は物件の占有者、所有者又は管理者に対し、災害の拡大を防止するため必要な限度に

おいて、当該設備又は物件の除去、保安その他必要な措置をとることを指示するものとする。 

なお、広域にわたって影響を及ぼすダムの放流操作等、当該市町村の区域を越えて行う指示については、一市

町村長の判断に任せるべきではないことから、事前措置の指示権が及ばないものと解されるため、留意が必要で

ある。 

４ 都道府県知事に対する応急措置の実施の要請の要求等（災害対策基本法第 68 条の２） 

市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、応急措

置を的確かつ円滑に実施するため必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、応急措置の実施の要請をす

るよう求めることができる。この場合において、市町村長は、その旨及び当該市町村の地域に係る災害の状況を

当該応急措置の実施に係る指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長に通知することができる。 

市町村長は、都道府県知事に対する応急措置の実施の要請の要求ができない場合には、その旨及び当該市町村

の地域に係る災害の状況を指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長に通知することができる。この場合にお

いて、当該通知を受けた指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長は、その事態に照らし緊急を要し、都道府

県知事からの要請を待ついとまがないと認められるときは、当該要請を待たないで、応急措置を実施することが

できる。 

５４ 知事の応急措置（災害対策基本法第 70 条） 

知事は、本県の区域内において災害が発生し、又はまさに発生しようとしているときは、法令又は県地域防災

計画の定めるところにより、その所掌事務に係る応急措置を速やかに実施するとともに、当該区域内の市町村の

実施する応急措置が的確かつ円滑に行われるように努める。 

この場合において、知事は、当該区域内の応急措置の実施を総合的に調整する見地から、必要に応じ、指定地

方行政機関、指定地方公共機関等の関係機関に対し、各関係機関が本来実施すべき応急措置について、実施の要

請等を行うものとする。この場合、指定行政機関、指定地方行政機関は正当な理由がない限り、応急措置の実施

を行うものとする。 

６５ 知事による応急措置の代行（災害対策基本法第 73 条） 

知事は、本県の区域内で災害が発生した場合において、被災により市町村がその全部又は大部分の事務を行う

ことが不可能になった場合には、応急措置を実施するため市町村に与えられた権限のうち、警戒区域を設定し、

災害応急対策に従事する者以外の者に対して当該区域への立ち入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域か

らの退去を命ずる権限、他人の土地等を一時使用し、又は土石等を使用し、若しくは収容する権限及び現場の災

害を受けた工作物等で応急措置の実施の支障となるものの除去等をする権限並びに現場にある者を応急措置の業

務に従事させる権限により実施すべき応急措置の全部又は一部を、当該市町村に代わって行うものとする。 

７６ 内閣総理大臣による応援の要求等（災害対策基本法第 74 条の３） 

   知事は本県の区域内で災害が発生、又は災害が発生するおそれがある場合において、市町村に対する応急措置

の実施等に係る指示又は要求のみによっては災害応急対策に係る応援が円滑に実施されないと認めるときは、内

閣総理大臣に対し、他の都道府県の知事に対して応援することを求めるように求めるものとする。 

８７ 指定行政機関の長等に対する応援の要求等（災害対策基本法第 74 条の４） 

知事は、災害応急対策を行うために必要な場合、指定行政機関又は関係指定地方行政機関に対し、応援を求
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め、又は災害応急対策の実施を要請するものとする。 

この場合において、応援を求められ、又は災害応急対策の実施を要請された指定行政機関又は関係指定地方行

政機関は、正当な理由がない限り、応援又は災害応急対策を行うものとする。 

 

第３節 市町村地域防災計画に定める事項 

県地域防災計画に基づき市町村地域防災計画に定めるべき事項のうち、この章の記載事項に関連するものは以下

のとおりである。 

１ 市町村の処理すべき事務の大綱 

２ 県及び市町村に関連する指定地方行政機関、指定公共機関及び指定地方公共機関等の処理すべき事務又は業務

の大綱 

３ 災害対策基本法第 45 条に基づく市町村地域防災計画の実施の推進のための市町村防災会議の会長による要請

及びその対象機関等 

４ 災害対策基本法第 59 条に基づく、市町村長の事前措置等 
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第２章 災害救助法の適用 

（県危機管理部、県福祉保健部、市町村） 

 

第１節 法の適用 

１ 県は、同一の原因による災害により、被災者が現に救助を要する状態にある場合で、適用基準の各号のいずれ

かに該当するときは、速やかに災害救助法を適用するものとする。 

２ 災害救助法による救助の要否は、市町村の区域単位ごとに判定を行う。 

 

第２節 適用基準等 

 １ 規模 

一定規模以上の災害（災害の規模が個人の基本的生活権と全体的な社会秩序に影響を与える程度のもの（市町

村で十分な救助等が行えない場合））について、災害救助法による救助が行われる。 

 ２ 適用基準 

   災害救助法の適用基準は、以下のとおり。 

適用条項 

（災害救助法

施行令第１

条） 

 

基準 

 

 

 

具体例等 

 

 

第１項第１号 住家の滅失した世帯数が市町村の人口に応じ基準

数以上であるとき 

基準数は、別表１「市町村別災害救助法の適

用基準表」の基準１号のとおり 

第１項第２号 県下の滅失世帯数が1,000世帯以上であって、市

町村内の滅失世帯数が基準数以上であるとき 

基準数は、別表１「市町村別災害救助法の適

用基準表」の基準２号のとおり 

第１項第３号

前段 

県下の滅失世帯数が5,000世帯以上であって、市

町村内の滅失世帯数が多数であるとき 

多数…５世帯以上 

第１項第３号

後段 

災害が隔絶した地域に発生したものである等災害

にかかった者の救護を著しく困難とする内閣府令

で定める特別の事情がある場合で、かつ多数の世

帯の住家が滅失したものであるとき 

【内閣府令で定める特別の事情】 

 災害にかかった者に対する食品若しくは生活必

需品の給与等について特殊の補給方法を必要と

し、又は災害にかかった者の救出について特殊の

技術を必要とすること。 

多数の世帯…５世帯以上 

・被害世帯を含む被害地域が他の集落から隔

離又は孤立している等のため、生活必需品

等の補給が極めて困難な場合で、被災者の

救助に特殊の補給方法を必要とする場合。 

・有害ガスの発生、放射性物質の放出等のた

め、被災者の救助が極めて困難であり、そ

のために特殊の技術を必要とする場合。 

・水害により、被災者が孤立し救助が困難で

あるため、ボートによる救出等の特殊の技

術を必要とする場合。 

第１項第４号 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受け

るおそれが生じた場合として内閣府令で定める基

準に該当するとき 

【内閣府令で定める基準】 

(１)災害が発生し、又は発生するおそれのある地

域に所在する多数の者が、避難して継続的に救

助を必要とすること。 

(２)災害にかかった者に対する食品若しくは生活

必需品の給与等について特殊の補給方法を必要

とし、又は災害にかかった者の救出について特

殊の技術を必要とすること。 

特殊の補給方法：ヘリコプター、船艇等による生

活必需品、食料等の補給 等 

・交通事故により多数の者が死傷した場合。 

・交通路の途絶のため多数の登山者等が放置

すれば飢餓状態に陥る場合。 

・群衆の雑踏により多数の者が死傷した場合。 

・豪雪により多数の者が危険状態となる場合

（平年に比して短期間の異常な降雪及び積

雪による住家の倒壊等又は危険性の増大、

平年孤立したことのない集落の交通途絶に

よる孤立化、雪崩発生による人命及び住家

被害の発生）。 

・山崩れ、崖崩れにより多数の住家に被害が

生じ、かつ、多数の者が死傷した場合。 

第２項 

（事前適用） 

災害が発生するおそれがある場合において、国に

災害対策本部が設置され、所管区域が告示された

とき 

・所管区域内で被害を受けるおそれがある場

合。 
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【別表１ 市町村別災害救助法適用基準表】       （令和２年 10 月１日：令和２年国勢調査確定値） 

 

市町村名 

 

人口（人） 

被害者世帯  

市町村名 

 

人口（人） 

被害者世帯 

 基準１号 基準２号 基準１号 基準２号 

鳥取市 

米子市 

倉吉市 

境港市 

岩美町 

若桜町 

智頭町 

八頭町 

三朝町 

湯梨浜町 

188,465 

147,317 

46,485 

32,740 

10,799 

2,864 

6,427 

15,937 

6,060 

16,055 

100 

100 

60 

60 

40 

30 

40 

50 

40 

50 

50 

50 

30 

30 

20 

15 

20 

25 

20 

25 

琴浦町 

北栄町 

日吉津村 

大山町 

南部町 

伯耆町 

日南町 

日野町 

江府町 

16,365 

14,228 

3,501 

15,370 

10,323 

10,696 

4,196 

2,907 

2,672 

 

50 

40 

30 

50 

40 

40 

30 

30 

30 

 

25 

20 

15 

25 

20 

20 

15 

15 

15 

 

世帯数の算定方法（令第１条第１項第１号から３号に適用） 

全壊・全焼・流出世帯・・・１世帯 

半壊・半焼する等著しく損傷した世帯・・・１／２世帯、 

床上浸水、土砂のたい積等により一時的に居住することができない状態となった世帯・・・１／３世帯 

 

第３節 適用手続 

１ 県 

(１)国への報告 

ア 県は、県災害対策本部を設置した場合並びに大規模又は特殊な救助が必要となる災害が発生し又は予見

され、災害救助法の適用が予期される場合は、内閣府に被害状況等について第一報を行う。閉庁時間にあっ

ては、別途定められた緊急時の連絡系統に従い、報告を行う。 

内閣府連絡先 

（勤務時間内のみ） 

 

政策統括官（防災担当）被災者生活再建担当 

電話（直通） 03-3503-9394 

ファクシミリ 03-3502-6034 

イ 被害状況の把握に時間を要する場合は、取り急ぎ以下の内容を情報提供する。 

(ア)災害の発生の日時及び場所 

(イ)災害の原因及び被害の状況 

(ウ)市町村別被害状況（概数） 

ａ 人的被害（死者数、行方不明数、負傷者数（重傷者数・軽傷者数）） 

ｂ 住家の被害（世帯数・人員（全壊・全焼・流失、半壊・半焼、床下浸水）） 

(エ)法による救助実施見込市町村名、実施年月日 

(オ)すでに取った措置、今後取ろうとする措置（救助の種類等） 

(カ)その他必要事項 

(２)適用の決定 

県は、市町村から被害状況等の報告があった場合等で救助が必要であると認められる場合、又は被害の状況

を客観的に判断し適用すべき状態にあると認められる場合は、内閣府に技術的助言を求める等必要な措置を講

じ、適用を決定する。 

なお、適用に当たっては、被害住家の数のみに拘泥しないで、特殊な救助の必要性の有無や、多数の被災者

の生命・身体に危害が及ぶ恐れの有無を考慮し、時機を失しないよう速やかに知事の決裁を仰ぎ、適用の適否

を判断するものとする。 

 従来、都道府県知事が令第１条第１項第３号後段及び第４号により法を適用するに当たっては、国に対する

協議が求められていたが、「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」の趣旨に従い、平

成12年４月以降は国に対する協議は必要とされていない。 

 よって、住家の滅失数によらない適用も考慮に入れ、迅速な適用を行う必要がある。 

(３)通知等 

県は、災害救助法を適用したときは、当該市町村、所管の総合事務所県民福祉局（東部圏域は東部地域振興

事務所東部振興課）及び県各部局に指示するとともに関係指定地方行政機関等に通知し、内閣府に報告する。 

(４)公示 

県は、災害救助法を適用したときは、内閣府と連絡調整を図り、以下の項目について公示を行う。 

ア 災害発生の日  イ 災害の種類  ウ 救助の期間  エ 救助を実施する区域（市町村） 

２ 市町村 

市町村は、災害に際し、当該市町村における災害が第２節の災害救助法の適用基準のいずれかに該当し、又は



【災害応急対策編（共通）】 第１部 総則 「第２章 災害救助法の適用」 

106 

 
 

該当する見込みのあるときは、直ちにその旨を県に報告しなければならない。 

第４節 救助の実施 

１ 実施機関 

別表３「災害救助法による応急救助の実施概念図」を参照。 

(１)県 

ア 県による救助の実施 

災害救助法を適用する場合の救助は県が行うこととする。 

イ 市町村に対する救助の委任 

(ア)委任の要件 

県は、次に掲げる事項すべてに該当するときは、知事の権限に属する災害救助法の救助の実施に関する

事務の一部を市町村に行わせることとする。なお、市町村への委任の基本は別表２のとおりとする。 

・市町村が当該事務を行うことにより、救助の迅速化、的確化が図られること。 

・避難所の設置、炊き出しその他による食品の給与、災害にかかった者の救出等緊急を要する救助、及

び学用品の給与等県において困難な救助の実施に関する事務であること。 

(イ)委任の手続き 

県は、市町村への委任に当たっては、災害ごとに市町村へその事務の内容及び実施期間を通知して行う

とともに、これを公示する。なお、通知、公示ができない場合はこの限りではない。 

(２)市町村 

ア 市町村は、救助の委任を受け、救助の実施に関する事務を適正に実施する。 

イ 市町村は、災害の事態が急迫して、県による救助の実施を待つことができないときは、災害救助法の規定

による救助に着手し、その状況を直ちに知事に報告するとともに、その後の処置に関して知事の指揮を受け

なければならない。 

２ 救助の種類 

(１)避難所、応急仮設住宅の設置  (２)食品、飲料水の給与  (３)被服、寝具等の給与又は貸与 

(４)医療、助産  (５)被災者の救出 (６)福祉サービスの提供 (７６)住宅の応急修理  (８７)学用品の給

与 (９８)埋葬 (10９)死体の捜索及び処理  (1110)住居又はその周辺の土石等の障害物の除去 

３ 救助の基準 

(１)災害救助法による救助の種類、対象、費用の限度額及び期間等は、別表２「災害救助法による救助の種類と

概要」及び鳥取県災害救助法施行細則のとおりとする。 

(２)なお、この基準により救助を適切に実施することが困難な場合は、県は内閣府に協議し、その同意を得て県

が定める基準により実施するものとする。 

４ 災害救助に関する県の組織 

(１)災害救助組織については県本部の組織をそのまま活用する。 

(２)救助活動はそれぞれの実施部において実施するものとするが、本部長の総指揮のもとに、各部各課が一体的

な協力によりこれを実施するものとする。 

 

 【別表２ 災害救助法による救助の種類と概要】 

救助の種類 実施者 救助の対象 備考（救助の方法、留意点等） 

避難所の設置 市町村（県が

委任）、日赤

鳥取県支部

（県が一部委

託） 

災害により現に被害を受け、又は受

けるおそれのある者 

・避難情報が発出された場合のほか、

緊急避難の必要がある場合を含む。 

・公的宿泊施設、旅館、ホテル等の借

上対応も可能。 

応急仮設住宅の供

与 

県（県が直接

設置すること

が困難な場

合、県が設計

書等を提示

し、市町村に

委任） 

住家が全壊、全焼、又は流失し、居

住する住家がない者であって、自ら

の資力では住家を得ることができな

い者 

・民間賃貸住宅の借り上げによる設置

も対象となる。 

・被災地における住民登録の有無を問

わない。 

炊き出しその他に

よる食品の給与 

調達：県 

供給：市町村

（県が委任） 

避難所に避難している者又は住家に

被害を受け、若しくは災害により現

に炊事のできない者 

・現に食しうる状態にあるものを給与

すること。 

・救助作業に従事する者は対象外。 

飲料水の供給 市町村（県が

委任） 

災害のため現に飲料水を得ることが

できない者 

・供給量は、１人１日３リットル以上

を目安とする。 
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救助の種類 実施者 救助の対象 備考（救助の方法、留意点等） 

 

被服、寝具その他

生活必需品の給与

又は貸与 

調達：県 

供給：市町村

（県が委任） 

住家の全壊、全焼、流出、半壊、半

焼又は床上浸水、船舶の遭難等によ

り、生活上必要な被服、寝具その他

日用品等を喪失又はき損し、直ちに

日常生活を営むことが困難な者 

・床下浸水は対象外。 

・品目は、被服、寝具、身の回り品、

日用品、炊事用品、食器、光熱材料

を目安とする。 

・夏期と冬期で限度額に差がある。 

医療 県、日赤鳥取

県支部（県が

委託） 

災害のため医療の途を失った者 ・傷害や疾病の原因や、受けた日時又

はかかった日時を問わない。 

助産 県、日赤鳥取

県支部（県が

委託） 

 

災害発生の日以前又は以後７日以内

に分娩した者であって、災害のため

に助産の途を失った者 

・出産のみならず、死産、流産を含む。 

災害にかかった者

の救出 

市町村（県が

委任） 

 

 

災害のため現に生命身体が危険な状

態にある者又は生死不明の状態にあ

る者 

・捜索期間（３日間）に生死が明らか

にならない場合は、遺体の捜索とし

て取り扱う。 

福祉サービスの提

供 

市町村（県が

委任） 

災害により現に被害を受け、避難生

活において配慮を必要とする高齢

者、障がい者、乳幼児その他の者 

・災害時要配慮者の情報の把握、相談

対応、避難生活上の支援、避難所へ

の誘導、福祉避難所の設置を行う。 

災

害

に

か

か

っ

た

住

宅

の

応

急

修

理 

住家の被害

の拡大を防

するための

緊急の修理 

市町村（県が

委任） 

災害のため住家が半壊、半焼又はこ

れに準ずる程度の損傷を受け、雨水

の浸入等を放置すれば住家の被害が

拡大するおそれがある者 

・修理か所は、屋根、外壁、建具（玄

関、窓やサッシ等）等の必要な部分

を対象とする。 

日常生活に

必要な最小

限度の部分

の修理 

市町村（県が

委任） 

災害のため住家が半壊又は半焼若し

くはこれらに準ずる程度の損害を受

け、自らの資力では応急修理をする

ことができない者又は大規模な補修

を行わなければ居住することが困難

である程度に住家が半壊した者 

・修理か所は、居室、炊事場、便所等

日常生活に必要欠くことのできない

部分について必要最小限度を対象と

する。（面積制限なし） 

学用品の給与 市町村（県

が委任） 

住家の全壊、全焼、流失、半壊、半

焼又は床上浸水により学用品を喪失

又はき損し、就学上支障のある児童

生徒 

・小学校児童、中学校生徒、高等学校

等生徒等を対象とする。 

・品目は、教科書、教材、文房具、通

学用品とする。 

埋葬 市町村（県が

委任） 

災害の際死亡した者 ・応急的な仮葬であり、正式な葬祭で

はない。 

・漂流遺体の取り扱いは下記による。 

遺体の捜索 市町村（県が

委任） 

災害により現に行方不明の状態にあ

り、かつ、四囲の事情により既に死

亡していると推定される者 

・災害発生後、直ちに死亡していると

推定される場合は、３日を経過しな

くても遺体の捜索として取り扱う。 

遺体対策 市町村（県が

委任） 

日赤鳥取県支部（県

が委託） 

災害の際死亡した者 ・漂流遺体の取り扱いは（次ページ

（参考））による。 

・埋葬を除く。 

障害物の除去 市町村（県が

委任） 

居室、炊事場等生活に欠くことので

きない部分又は玄関に障害物が運び

込まれているため一時的に居住でき

ない状態にあり、かつ、自らの資力

をもってしては、当該障害物を除去

することができない者 

・通常は、当該災害によって住家が直

接被害を受けた場合に限られる。 

・応急的な除去に限る。 

・豪雪による除雪も対象となり得る。 



【災害応急対策編（共通）】 第１部 総則 「第２章 災害救助法の適用」 

108 

 
 

救助の種類 実施者 救助の対象 備考（救助の方法、留意点等） 

応急救助のための

輸送 

県 

市町村（県が

一部委任） 

１ 被災者（災害が発生するおそれがある場合の救助にあっては避難者）の

避難（避難者自身を避難させるための輸送、被災者を誘導するための人

員、資材等の輸送。災害が発生するおそれがある場合にあっては、高齢者

や障がい者等で避難行動が困難な要配慮者、自ら避難することが困難な状

況にある者等を避難所へ輸送するためのバスの借上げ費用料等の費用を対

象。） 

２ 医療、助産（救護班において処置できないもの等の移送、救護班の仮設 

する診療所への患者輸送、救護班関係者の輸送等） 

３ 被災者の救出（救出された被災者の輸送、救出のための必要な人員、資 

材等の輸送） 

４ 飲料水供給（飲料水を確保するための必要な人員、機械、器具、資材等 

の輸送（飲料水の直接輸送を含む）） 

５ 遺体等の捜索（捜索のため必要な人員、資材等の輸送） 

６ 遺体対策等（遺体対策・検案のための人員の輸送、遺体の処置のため 

の衛生材料等の輸送、遺体の輸送、遺体を移送するための人員の輸送） 

災害ボランティア

センターの設置・

運営 

市町村（県が

委任） 

災害ボランティアセンターにおける救助と災害ボランティア活動との調整事

務の委託 

＊「実施者」欄の記載は、災害時の標準的な実施体制であり、災害の規模や緊急性等に応じて県と市町村が連携して

実施するものとする。 

＊床上浸水は、土砂の堆積等により一時的に居住することができない状態となった場合を含む。 

（参考）災害救助法適用地域の遺体が、同法の適用されない地域に漂着した場合の遺体の取り扱い 

１ 遺体の身元が判明している場合 

(１)遺体が県内の他の市町村に漂着した場合は、当該市町村は、県の補助機関として遺体対策等を実施、その

費用は県が負担する。 

(２)遺体が他県の市町村に漂着した場合は、漂着地の市町村において処理等されるものとし、その費用につい

ては求償を受ける。 

２ 遺体の身元が判明していない場合 

(１)遺体が被災地から漂着したものであると推定できる場合は、上記１と同様に取り扱うものとする。 

(２)遺体の身元が判明せず、かつ被災地から漂着したものであるとの推定ができない場合は、漂着地の市町村

が行旅病人及行旅死亡人取扱法の規定により処理するものとする。 

 

第５節 費用の支弁及び国庫負担 

１ 費用の支弁 

   災害救助法による救助に要する費用は、県が支弁する。 

２ 国庫負担  

   災害救助法による救助に要する費用が 100 万円以上となる場合、県の普通税収入見込額に占める救助費用の割

合に応じて、国庫が負担される。 

【国庫負担の対象】 

(１)救助に要した費用（救助の事務を行うのに要した費用を含む。） 

(２)従事命令を受けた者に対する実費弁償及びこれらの者に対する扶助金の支給に要した費用 

(３)協力命令を受けた者に対する扶助金の支給に要した費用 

(４)管理、使用、収容及び保管命令の処分に伴う損失補償に要した費用 

(５)日本赤十字社に対する補償に要した費用 

(６)他の都道府県から応援を受けた場合、その求償に対する支払いに要した費用 
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【別表３】災害救助法による応急救助の実施概念図 

 

 

第６節 市町村地域防災計画に定める事項 

  県地域防災計画に基づき市町村地域防災計画に定めるべき事項のうち、この章の記載事項に関連するものは以下

のとおりである。 

１ 災害救助法の適用に係る県への報告 

２ 救助の委任を受けた場合の救助の実施に関する項目 

３ 災害の事態が急迫して、県による救助の実施を待つことができない場合の災害救助法の規定による救助の着手

及び知事への報告 

 

被災市町村 

災害対策本部 

災害救助 

担当部局 

 

 

 

 

日本赤十字社鳥取県支部 

国
䥹
内
閣
府
䥺 

 

 鳥取県 

 

 

災害対策本部 

 

 

災害救助法 

の適用 

 

 

〔危機管理部、

福祉保健部〕 

 

要 

請 

 

協定 委託 

被害状況の 

情報提供 

職員の派遣 

実施状況の情報提供 

技術的な助言・勧告 

・資料提出要求 

・是正の要求 他 

〔自治法§245の4他〕 

被 

災 

住 

民 

地 

域 

住 

民 

 

応急救助の実施（県直接実施） 

 

 

被害状況等 

の情報提供 

救助・権限の 

委任通知・公示 

応援職員の派遣 

応急救助の実施 

（委任による実施） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

他都道府県 

 

 

他市町村 （応援の指示・派遣調整） 

応援要請 
応援職員の派遣 

（応援の指示・派遣調整） 

応 

援 

協 

定 
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第３章 損害補償 

（県総務部、県福祉保健部ほか） 

 

第１節 目的 

人的公用負担等に係る損害補償を規定し、損害を受けた者等を補償することを目的とする。 

 

第２節 災害応急対策活動従事者の損害補償 

損害補償は関係法令の規定に従うものとし、関係法令の補償の一例については、次表のとおりである。 

公用負担等によらない場合は、労働者災害補償保険、地方公務員災害補償基金等による。 

なお、応援協定に基づく従事者については、公用負担とは認められないため、協定条文に盛り込まれた基準等に

依るものとする。 

公用負担等根拠法令 権利者 負担義務者等 負担内容等 補償根拠法令 補償負担者 

災害対策基本法第65

条第１項、同条第２

項、同条第３項 

市町村長ほか 当該市町村の住民又

は現場にある者 

（自然人のみ） 

応急措置に従事 災害対策基本

法第84条第１

項 

市町村 

災害対策基本法第71

条 

県知事 土木技術者、土木事

業者及びこれらの者

の従業者ほか 

従事命令、協力命

令、保管命令によ

る応急措置に従事 

災害対策基本

法第84条第２

項 

県 

消防法第29条第５項 消防吏員又は消

防団員 

現場付近にある者 消防作業に従事 消防法第36条

の３ 

市町村 

消防法第25条第２項  消火、延焼防

止、人命救助に

協力 

消防法第35条の10第

１項 

救急隊員 救急業務に協力 

水防法第24条 水防管理者、水

防団長、消防機

関の長 

水防管理団体の区域

内に居住する者又は

現場にある者 

水防に従事 水防法第45条 水防管理団体 

災害救助法第７条第

１項 

県知事 医療、福祉、土木建

築工事又は輸送関係

者 

救助に関する業

務に従事 

災害救助法第

12条 

県（一定額を

超える場合は 

一部国負担） 

災害救助法第７条第

２項 

地方運輸局長

（運輸監理部長

を含む） 

輸送関係者 

災害救助法第８条 県知事 救助を要する者、そ

の近隣にある者 

 

第３節 民事の損害補償 

強風等の災害により住家が破損し、その影響で隣家に被害を生じたような私人間の財産トラブルについては、県

は介入しないものとし、簡易裁判所の民事調停等により解決を図るよう勧めるものとする。 

 

第４節 市町村地域防災計画に定める事項 

県地域防災計画に基づき市町村地域防災計画に定めるべき事項のうち、この章の記載事項に関連するものは以下

のとおりである。 

１ 災害応急対策活動従事者の損害補償 

(１)災害対策基本法第 84 条第１項に基づく損害補償 

(２)消防法第 36 条の３に基づく損害補償 
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第４章 激甚災害の適用 

（県令和の改新政策戦略本部ほか関係各部局） 

 

第１節 激甚災害制度の概要 

１ 激甚災害制度とは、「激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律」（以下「激甚災害法」とい

う。）に基づく制度である。 

区分 概要 

法における

定義 

国民経済に著しい影響を及ぼし、かつ、当該災害による地方財政の負担を緩和し、又は被災者に

対する特別の助成措置を行うことが特に必要と認められる災害 

指定の手続

き 

・中央防災会議の意見を聴いた上で、政令でその災害を「激甚災害」として指定 

・当該激甚災害に対し適用すべき措置を併せて指定（局激については災害対象区域も併せて指

定） 

・事業所管庁の大臣により、具体的に措置が適用される地域が告示により指定 

種類 ・「本激」…地域を特定せず、災害そのものを指定（対象災害・適用措置を指定） 

・「局激」…市町村単位での災害指定（対象災害・適用措置・災害対象区域を指定） 

※県に対する財政援助措置はないことに留意 

指定の基準 中央防災会議が定めている次の基準による。 

・激甚災害指定基準（本激の基準） 

・局地激甚災害指定基準（局激の基準） 

２ 激甚災害に指定されると、地方公共団体の行う災害復旧事業等への国庫補助の嵩上げや中小企業に対する低利

融資など、特別の財政助成措置が講じられる。ただし、激甚災害に指定されても、被害を受けた地方公共団体等

のすべてが特例措置を受けられる訳ではなく、被害の大きさが一定規模以上の地方公共団体等に限って特例措置

が適用される。 

３ 激甚災害法に基づく主要な適用措置は、次のとおりである。 

区分 条 号 対象事業 関係法令 

１ 公共土木

施設災害復

旧事業等に

関する特別

の財政援助 

第３条 １ 公共土木施設災害復旧事業 公共土木施設災害復旧事業

費国庫負担法 ２ 公共土木施設災害関連事業 

３ 公立学校施設災害復旧事業 公立学校施設災害復旧費国

庫負担法 

４ 公営住宅施設災害復旧事業 公営住宅法 

５ 生活保護施設災害復旧事業 生活保護法 

６ 児童福祉施設災害復旧事業 児童福祉法 

６の２ 認定こども園災害復旧事業 認定こども園法 

６の３ 老人福祉施設災害復旧事業 老人福祉法 

７ 身体障害者社会参加支援施設災害復旧事業 身体障害者福祉法 

８ 障害者支援施設等災害復旧事業 障害者総合支援法 

９ 婦人保護施設災害復旧事業 困難な問題を抱える女性へ

の支援に関する法律 

10 感染症指定医療機関災害復旧事業 感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律 

11 感染症予防事業 感染症の予防及び感染症の患

者に対する医療に関する法律 

11の２ 特定私立幼稚園災害復旧事業 子ども・子育て支援法 

12 堆積土砂排除事業（公共的施設の区域内） 河川法、道路法、都市公園

法、下水道法、漁業法 

13 堆積土砂排除事業（公共的施設の区域外）  

14 湛水排除事業  

２ 農林水産 

業に関する

特別の助成 

第５条 

 

・農地、農業用施設又は林道の災害復旧事業 

・農業用施設又は林道の新設又は改良の災害関連事業 

 

 

第６条 ・農林水産業共同利用施設災害復旧事業費の補助の特例  

第７条 ・開拓者等の施設、水産動植物の養殖施設の災害復旧事 

業に対する補助 

 

第８条 ・天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関

する暫定措置の特例 

天災融資法 

第９条 ・森林組合等の行う堆積土砂の排除事業に対する補助  

第10条 ・土地改良区等の行う湛水排除事業に対する補助  

第11条 ・共同利用小型漁船の建造費の補助  

第11条の ・森林災害復旧事業に対する補助  
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区分 条 号 対象事業 関係法令 

２ 

３ 中小企業 

に関する特

別の助成 

第12条 ・中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 中小企業信用保険法 

第14条 ・事業協同組合等の施設の災害復旧事業に対する補助  

４ その他特 

別の財政援

助及び助成 

第16条 ・公立社会教育施設災害復旧事業に対する補助  

第17条 ・私立学校施設災害復旧事業に対する補助  

第19条 ・市町村が施行する感染症予防事業に関する負担の特例  

第20条 ・母子及び父子並びに寡婦福祉法による国の貸付けの特

例   

母子及び父子並びに寡婦福

祉法 

第21条 ・水防資材費の補助の特例  

第22条 ・り災者公営住宅建設等事業に対する補助の特例  

第24条 ・小災害債に係る元利償還金の基準財政需要額への算入等  

第25条 ・雇用保険法による求職者給付の支給に関する特例 雇用保険法 

 

第２節 激甚災害の指定に係る手続き 

１ 調査の実施 

(１)県は、市町村の被害状況等を検討し、激甚災害及び局地激甚災害の指定を受ける必要があると考えられる事

業について各部局で必要な調査を実施する。 

(２)各部局は、施設その他の被害額、復旧事業に要する負担額、その他激甚災害法に定める必要な事項を速やか

に調査し、早期に激甚災害の指定を受けられるように努める。（局激については、１月から 12 月までの復旧

事業費の査定額を例年 12 月下旬に提出して指定するため、例年２月から３月の指定となることに留意。） 

２ 指定の促進 

激甚災害の指定を早急に受けることにより、災害復旧への安心感を住民に与えることに鑑み、県は、激甚災害

の指定を早急に受ける必要があると認めるときは、国の機関と密接に連絡調整を行い、指定の促進を図る。 

３ 特別財政援助額の交付手続 

(１)市町村は、激甚災害の指定を受けたときは、速やかに関係調書等を作成し、県の各部局に提出する。 

(２)県の各部局は、激甚災害の指定を受けたときは、激甚災害法及び算定の基礎となる法令に基づき、負担を受

けるための手続等を実施する。（年度末に精算）

 



【災害応急対策編（共通）】 第２部 組織体制計画 「第１章 組織及び体制」 

113 

 
 

災害応急対策編（共通）第２部 組織体制計画 

第１章 組織及び体制 

（県危機管理部、県関係部局） 

第１節 目的 
  この計画は、県、市町村及びその他防災機関が災害の発生に対し、速やかにその初動体制を確保し、また、総合的な災

害応急対策を実施するための組織の編成、運用を目的とする。 

 

第２節 鳥取県災害対策本部等 
  知事は、鳥取県内に大規模な災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、災害対策基本法第 23 条の規定に基づ

き、速やかに鳥取県災害対策本部（以下、この編において「県本部」という。）を設置するものとする。（原子力災害対

策にかかる災害対策本部等については原子力災害対策編に記載） 

 

鳥取県災害対策本部 

 

（実施部長） 

（災対法23条６項） 
本部長 

（知事） 

副本部長 

（副知事） 

現地災害対策本部 

本部員 

 政策統轄監 

政策統轄総局長 

令和の改新政策戦略本部長 

輝く鳥取創造本部長 

危機管理部長 

総務部長 

 

地域社会振興部長 

福祉保健部長 

子ども家庭部長 

生活環境部長 

商工労働部長 

農林水産部長 

県土整備部長 

会計管理者 

企業局長 

病院事業管理者 

教育長 

警察本部長 

 

 

災害対策本部地方支部 

（東部、中部、西部） 

補助機関 

事務局 

事務局長 

（危機管理部長） 

職員 

危機管理政策課、危機対策・

情報課、原子力安全対策課、

消防防災課全職員及びその他

県の職員で危機管理部長が指

名する者 

地方機関及びその構成所属 

（災害対策本部地方支部を構成するにあっては、当該地方支部が設置されたときはその組織に属するものと

する。） 

（政策統轄総局長） 

（令和の改新政策戦略本部長） 

（輝く鳥取創造本部長） 

 

(男女協働未来創造本部長) 

（総務部長） 

（地域社会振興部長） 

（福祉保健部長） 

（子ども家庭部長） 

（生活環境部長） 

（商工労働部長） 

（農林水産部長） 

（県土整備部長） 

（会計管理者） 

（企業局長） 

（病院事業管理者） 

（東京本部長） 

（教育長） 

（警察本部長） 

政策統轄課 

令和の改新推進企画課 

中山間・地域振興人口減 

少社会対策課 

未来創造課 

総務課 

市町村課 

福祉保健課 

子育て王国課 

環境立県推進課 

商工政策課 

技術企画課 

会計指導課 

経営企画課 

総務課 

東京本部 

行政組織

上の当該

部に属す

る課 

 

課 

教育総務課 

主管課 
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１ 鳥取県災害対策本部 

(１)県本部の組織 

ア 本部長 

(ア)本部長は、知事がその任務に当たる。本部長は県本部の事務を総括し、職員を指揮監督する。 

(イ)知事が不在等の非常時には、自衛隊等への災害派遣要請等の知事権限委譲順位を次のとおりとする。 

第１位 副知事   第２位 政策統轄監   第３位 危機管理部長 

イ 副本部長 

(ア)副本部長は、副知事がその任務に当たる。 

(イ)副本部長は本部長を補佐し、本部長に事故があるときはその職務を代理する。 

ウ 本部員 

(ア)本部員は、政策統轄監、政策統轄総局長、令和の改新政策戦略本部長、輝く鳥取創造本部長、男女協働未来創

造本部長、危機管理部長、総務部長、地域社会振興部長、福祉保健部長、子ども家庭部長、生活環境部長、商工

労働部長、農林水産部長、県土整備部長、会計管理者、企業局長、病院事業管理者、教育長、警察本部長、その

他職員で知事が指名する者を充てる。 

(イ)この際、災害対策の決定に当たって男女共同参画の視点から点検するため、本部員の男女構成について、あら

かじめ十分配意するものとする。 

(ウ)本部員自らがその任務に当たることができないときは、あらかじめ定めた職員がその任務に当たる。 

エ 本部員付 

本部員付は、本部員及び事務局と実施部との連絡調整等を行うものとし、各実施部においては、あらかじめ複数

の担当職員とその参集すべき順位を定めておくものとする。 

オ 実施部 

(ア)実施部は、各部局で構成し、主管課は各部局の主管課（県土整備部は技術企画課）とする。実施部は、それぞ

れの所掌事務に従い、災害応急対策の実施に当たる。 

(イ)特に指示がない限り平時の執務室を拠点として災害対策に当たるものとするが、被災等により平時の執務室が

使用不能となった場合の代替施設をあらかじめ定めておくものとする。 

カ 事務局 

(ア)事務局は、災害対策本部長の意思決定を補佐する。 

(イ)事務局は、災害対策本部室内に設置し、危機管理政策課、危機対策・情報課、原子力安全対策課及び消防防災

課全職員並びにあらかじめ決められた他課の職員で構成する。 

(ウ)事務局長は、危機管理部長をもって充てるものとする。 

(エ)事務局は、「鳥取県災害対策本部事務局設置運営要領」及び「鳥取県災害対策本部事務局応援職員運営要領」

に基づき、災害応急対策実施のための連絡調整業務を行う（要領は資料編のとおり）。 

キ アドバイザー等 

(ア)県本部は、災害対策を円滑に実施するため、必要に応じ関係者（鳥取県防災顧問、鳥取地方気象台職員、国土

交通省中国地方整備局職員、自衛隊連絡幹部、緊急消防援助隊連絡員（東部消防局）など）を招集することがで

きる。 

(イ)また、ライフライン復旧作業を調整するための連絡員を関係機関から招集し、各機関と必要な調整を行う。 

(２)設置の場所 

ア 県本部の設置場所は、県庁第二庁舎３階及び４階とする。なお、県庁第二庁舎が使用不可能な場合は、県東部庁

舎等適切な場所に設置するものとする。 

イ さらに、東部地区に大災害が発生し、これらのいずれの施設も県本部として使用できなくなった場合は、中部総

合事務所又は西部総合事務所に設置するものとする。 

(３)設置及び廃止の基準 

ア 県本部の設置の基準は、第２章「配備及び動員」による。 

イ 県本部は、概ね次の基準により知事が廃止する。 

(ア)県内各地域における危険がなくなったと認めるとき。 

(イ)当該災害に係る応急対策及び二次災害防止対策が概ね終了したと認めるとき。 

(４)設置及び廃止の公表 

ア 県本部事務局は、県本部が設置されたときは直ちにその旨を、県関係機関（県庁内を含む）、国（総務省消防庁）、

市町村、報道機関及び指定（地方）公共機関、指定地方行政機関に対し、電話（有線、無線）、ファクシミリ、電

子メール、庁内放送、文書等により公表（通知）するとともに、県本部（本部長、本部員、事務局各班、通信途絶

に備えた衛星携帯電話）の連絡先の周知を図るものとする。 

イ 県本部が廃止されたときは、同様に設置の公表に準じてその旨を公表する。 

(５)県本部の任務等 

ア 県本部は、災害対策の推進に関し、総合的かつ一元的体制を確立するとともに本計画の定めるところにより災害

応急対策を実施するものとし、すべての本部員が災害に対する応急処置に全力を尽くすものとする。 

イ 県本部の実施すべき主な事項は次のとおりである。 

(ア)災害発生時の対応方針の決定及び関係機関との調整 

(イ)災害に係る各種情報収集 
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(ウ)緊急輸送路確保のための連絡調整 

(エ)関係機関への応援要請と組織間調整（要請手続等については、第４部「防災関係機関の連携推進計画」の各章

を参照） 

(オ)国（現地対策本部）との連絡調整 

(カ)食糧、生活関連物資等の調達・供給に係る調整 

(キ)円滑かつ迅速な災害応急対策のための各種連絡調整 

(ク)住民の安心安全情報の提供 

ウ 県本部の所掌事務 

(ア)県本部（実施部及び事務局）の所掌事務は、別表「県本部（実施部及び事務局）所管組織の所掌事務（応急対

策）」のとおりとする。 

(イ)県本部が設置されていないときであっても、各課は、県本部の所掌事務にしたがって災害対策を実施するもの

とする。 

(ウ)なお、所管が不明確な事務や、部局横断的な対応が必要とされる事務については、危機管理部長が総合調整を

図り、その都度決定するものとする。 

エ その他の県の組織 

県の地方機関、企業局事業所、教育機関は、鳥取県行政組織規則（昭和 39 年３月鳥取県規則第 13 号）、鳥取県

企業局組織規程（昭和 38年５月鳥取県企業管理規程第１号）、鳥取県教育委員会事務局組織規程（昭和 39年４月

鳥取県教育委員会規則第５号）に定める事務のほか、主管部長の指示にしたがって必要な事務を処理するものとす

る。 

オ ワーキングチームの設置 

部局横断的な課題については、必要に応じて関係部局職員で構成するワーキングチームを設置し、対応にあたるも

のとする。 

(６)災害対策本部会議の開催 

 県本部では、災害対策本部会議（以下「本部会議」という）を適宜開催し、必要な災害対策について協議するものと

する。 

ア 本部会議の構成 

(ア)本部会議は、本部長、副本部長及び本部員をもって構成し、災害対策の基本的な事項について協議するものと

する。なお、状況に応じて必要な本部員が本部会議に参加するものとする。 

(イ)本部長は、災害予防又は災害応急対策を的確かつ迅速に実施するため必要があると認めるときは、関係行政機

関の長及び関係地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並

びにその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の表明その他必要な協力を求めるものとする。また、必

要に応じて本部会議をテレビ会議システムにより開催し、被災市町村から直接被災状況や支援ニーズを聞き取る、

必要な対策を協議する等により、被災市町村の実情に応じた支援を行うものとする。 

(ウ)広域的な医療救護対策が必要な場合で、鳥取市が災害対策本部を設置していないときは、保健所設置市である

鳥取市（保健所長等）が本部会議に出席する等の必要な協力を得て、一体的かつ迅速的確な対策の確保を図るも

のとする。なお、鳥取市が災害対策本部を設置している場合は、災害対策本部会議を合同で開催することをもっ

て代えるものとする。 

(エ)本部会議の庶務は、事務局が担当するものとする。 

イ 本部会議の開催 

(ア)本部長は、県本部の運営並びに災害対策の推進に関し、必要に応じて本部会議を招集するものとする。 

(イ)本部員は、本部会議の開催を必要と認めるときは、その旨を事務局長（危機管理部長）に申し出るものとする。 

(ウ)なお、県本部の設置直後の第１回会議は、本部長参集と同時に速やかに（概ね 60分以内を目途）開催するもの

とし、その後は対応状況を勘案して開催するものとする。 

ウ 本部会議の協議事項 

(ア)県本部の配備体制に関すること 

(イ)災害情報及び被害状況の分析並びにこれに伴う対策活動の基本方針に関すること 

(ウ)市町村長に対する災害対策の指示に関すること 

(エ)指定行政機関、指定地方公共機関等に対する応急措置の実施の要請及び他県に対する応援の要求に関すること 

(オ)その他災害対策に関する重要事項 

(７)本部会議の検討項目 

本部会議においては、主として部局間で検討が必要なものについて検討するものとし、主な項目は次表のとおりで

ある。 
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開催時期  検討すべき項目 判断に必要な情報  

発
生
直
後
䥹
発
災
期
䥺 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

 

県の体制（地方支部、現地本部の設置等） 気象情報や震度情報、既存の被害想定資料などに基づ

く俯瞰的な被害見積もり（火災発生を含む） 

２ 救助勢力を集中的に投入すべき地域の決定 上記１の被害見積もり 

３ 

 

情報収集体制（県消防防災ヘリの運用、

被災地域への職員派遣等） 

県消防防災ヘリの活動状況、県・市町村庁舎の

インフラ機能 

４ 

 

 

自衛隊、緊急消防援助隊、海上保安庁へ

の災害派遣要請（原則、自衛隊に対する

情報収集派遣を要請） 

上記１の被害見積もり、活動拠点（空港など）

や緊急輸送道路の被災及び迂回路の状況 

   

１
日
目
䥹
災
害
拡
大
期
䥺 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

 

災害救助法の適用 ４号適用の可能性及び内閣府との協議 

※４号適用は時機を失すると適用困難 

６ 県の部局間の弾力的な職員応援 職員の被災、登庁状況（総合事務所を含む） 

７ 

 

市町村への緊急支援要員の派遣（災害時

市町村支援チーム、医療応援ほか） 

市町村からの応援要請状況、医療関係従事者の

対応状況 

８ 

 

非常用食糧、生活関連物資の支援 避難者数の見積もり、応援協定等に基づく調達

可能数量の把握、輸送手段の調整 

９ 

 

応援協定に基づく他自治体等への応援要

請 

外部応援が必要な対策、国・全国知事会等との

調整状況 

10 

 

広報戦略 県民の必要とする情報、緊急に県民に周知が必

要な情報 

11 気象予測を見越した二次災害の防止対策 今後の気象推移、余震の発生見込み等 

１～３日後 

（災害沈静

期） 

 

 

 

 

 

12 

 

市町村への専門職員派遣（土木関係、保

健師等） 

市町村からの要請状況、メンタルケア対策の対

応状況 

13 

 

応援協定に基づく他自治体への応援要

請、特に職員派遣） 

市町村での避難所運営等に必要な職員数、ボラ

ンティア等の活動状況 

14 職員ローテーションの検討 夜間対応に必要な職員数の把握 

３日後～ 

（災害沈静期） 

15 支援施策の検討 被害特性の把握、県民のニーズ 

16 仮設住宅の建設 市町村からの要請状況、建設用地の確保 

17 風評被害対策 風評被害の状況 

18 災害復興本部への移行 応急対策の実施状況 

   ※ 災害発生時には、上表を参考に災害特性を踏まえて弾力的に検討 

(８)本部会議の公開 

本部会議は、原則として公開とする。 

(９)対策実施に当たっての部局間の連携、応援及び業務分担の調整 

本部会議の決定事項については、当該対策を直接実施する部局の本部員のみならず他のすべての本部員が緊密な連

絡のもとでその実施を図るものとする。 

また、応急対策の実施に当たっては、特定の部局に業務が集中して実施が困難とならないよう、業務量や緊急性等を

踏まえて適宜部局間の人員応援や業務分担について調整するものとする。 

  (10)複合災害発生時の対応 

複合災害（同時又は連続して２以上の災害が発生し、それらの影響が複合化することにより、被害が深刻化し、災

害応急対応が困難になる事象）が発生した場合は、県災害対策本部は必要に応じて要員の所在調整等を行うととも

に、本部内の情報共有、連絡調整等を緊密に行う等、効率的かつ実効的な組織運営を図るものとする。県現地災害

対策本部についても、必要に応じて同様の配慮を図るものとする。 

 

２ 鳥取県災害対策本部地方支部 

知事は、地方における災害対策の円滑な遂行を図るため、県本部に必要な災害対策本部地方支部（以下この編において

「支部」という。）を置くこととする。 

(１)支部の名称、所管区域等は、次のとおりとする。 

支部の組織 

名称 所管区域 支部長 支部員 主管機関 

東部 

支部 

鳥取市、岩美郡、 

八頭郡 

東部地域振興事務

所長 

東部県税事務所長 

東部建築住宅事務所長 

東部農林事務所長 

東部農林事務所八頭事務所長 

鳥獣対策センター所長 

鳥取県土整備事務所長 

八頭県土整備事務所長 

東部地域振興事

務所東部振興課 
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名称 所管区域 支部長 支部員 主管機関 

鳥取家畜保健衛生所長、企業局東部事務所長 

東部教育局長 

その他職員で支部長が指名する者 

中部 

支部 

倉吉市、東伯郡 中部総合事務所長 中部総合事務所 

   中部総合事務所県民福祉局長 

   中部総合事務所倉吉保健所長 

   中部総合事務所環境建築局長 

   中部総合事務所農林局長 

   中部総合事務所県土整備局長 

中部県税事務所長 

倉吉家畜保健衛生所長、企業局東部事務所長 

中部教育局長 

その他職員で支部長が指名する者 

中部総合事務所

県民福祉局 

西部 

支部 

米子市、境港市、

西伯郡、日野郡 

西部総合事務所長 西部総合事務所 

  西部総合事務所県民福祉局長 

  西部総合事務所米子保健所長 

   西部総合事務所環境建築局長 

  西部総合事務所農林局長 

  西部総合事務所米子県土整備局長 

  日野振興センター所長 

  日野振興センター日野振興局長 

  日野振興センター日野県土整備局長 

西部県税事務所長 

西部家畜保健衛生所長、境港水産事務所長、

企業局西部事務所長、西部教育局長 

その他職員で支部長が指名する者 

西部総合事務所

県民福祉局 

(２)支部の組織 

支部に支部長、支部員及びその他の職員で構成する実施部、事務局を置く。 

ア 支部長 

(ア)支部長は当該地域を管轄する総合事務所長（東部圏域においては東部地域振興事務所長）をもって充てる。 

(イ)支部長は本部長の命を受け、支部の事務を総括する。 

イ 支部員 

(ア)支部員には、（１）の「支部の組織」の表に掲げる職にある者を充てる。この際、災害対策の決定に当たって

男女共同参画の視点から点検するため、支部員の男女構成について、あらかじめ十分配意するものとする。 

(イ)支部員は、支部長の命を受け、支部の事務に従事する。 

ウ 実施部 

実施部は、支部長及び支部員が所属する地方機関等で構成し、それぞれの所掌事務に従い、災害応急対策の実施

に当たる。 

エ 事務局 

(ア)事務局は支部の災害対策室内に設置し、支部員の事務を補助する。 

(イ)事務局職員は、支部長及び支部員がその所属する地方機関等の職員のうちから指名するものとする。 

(３)設置の場所 

 支部の設置場所は、当該区域を所管する県総合事務所(東部圏域においては県東部庁舎又は八頭庁舎）とする。 

(４)設置及び廃止の基準 

ア 支部の設置基準は、第２章「配備及び動員」による。 

イ 支部の廃止基準は、次のとおりとする。 

(ア)当該区域を所管する県総合事務所（東部圏域においては県東部庁舎又は八頭庁舎）に現地災害対策本部が設置さ

れたとき 

(イ)県本部が廃止されたとき 

(ウ)その他、知事が必要と認めたとき 

(５)設置及び廃止の公表 

支部の設置及び廃止の公表は、県本部の設置及び廃止の公表に準ずるものとする。 

(６)支部の任務等 

支部の所掌事務は次のとおりとする。 

ア 所管区域の災害に関する情報の収集及び県本部に対する報告に関すること。 

イ 災害予防及び災害応急対策の実施についての連絡調整に関すること。 

ウ 関係機関との連絡に関すること。 
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エ その他本部長が命じた事項に関すること。 

(７)支部連絡会議 

ア 支部連絡会議の構成 

(ア)支部に、支部長及び支部員で構成する支部連絡会議（以下「連絡会議」という。）を置く。 

(イ)なお、状況に応じて必要な支部員が支部連絡会議に参加するものとする。 

イ 支部連絡会議の開催 

連絡会議は支部長が主宰する。ただし、支部長が主宰できないときは、あらかじめ支部長が指名する支部員がこれ

を代理する。 

ウ 支部連絡会議の協議事項 

連絡会議は、支部員の所属する地方機関等の所掌事務に係る災害応急対策の実施に関する事項について連絡調整

を図るものとする。 

(８)支部連絡会議の公開 

支部連絡会議は、原則として公開とする。 

(９)オブザーバーの派遣要請 

 支部長は、必要に応じ、本部長に対してオブザーバー又は連絡要員の支部への派遣について要請するものとする。 

(10)その他 

ア 支部員の所属する地方機関等の所掌事務に係る災害に関する情報は当該支部員がこれを収集し、当該地方機関等を

所掌する部の部長たる本部員に報告するとともに、支部連絡会議に報告するものとする。 

イ 各支部の支部員は、災害が発生するおそれがあると認めたときは、支部が開設されていない場合でも、災害情報の

収集及び伝達のための必要な措置を講ずる。 

ウ 「鳥取県災害対策地方支部運営要領」によるほか、同要領に基づき支部が作成した運営マニュアルにより支部運営

に当たるものとする。（要領は資料編のとおり） 

３ 鳥取県現地災害対策本部 

本部長は、災害が発生した場合において、当該災害の規模その他の状況により災害応急対策を推進するため、特に必要

があると認めるときは、名称、所管区域及び設置場所を定めて、現地災害対策本部（以下この編において「現地本部」

という。）を設置することができるものとする。 

(１)現地本部の組織 

現地本部に現地本部長、現地副本部長、現地本部員及びその他の職員を置く。 

ア 現地本部長 

(ア)現地本部長は、当該地区を所管する支部長をもって充てる。ただし、所管区域が複数の支部にまたがるときは本

部長が指名する。 

(イ)現地本部長は、本部長の命を受け現地本部の事務を総括して所轄の職員を指揮監督するものとする。 

イ 現地副本部長 

現地副本部長は現地本部長が指名するものとし、現地本部長を補佐する。 

(２)設置の場所 

現地本部の設置場所は本部長が定めるものとするが、原則として当該地区を所管区域とする支部の県総合事務所（東

部圏域においては県東部庁舎又は八頭庁舎）内に設置する。 

(３)設置及び廃止の基準 

災害の規模その他の状況により災害応急対策を推進するため、特に必要があると認めるとき設置するものとする。 

(４)設置及び廃止の公表 

    現地本部の設置及び廃止の公表は、県本部の設置及び廃止の公表に準ずるものとする。 

(５)現地本部の公開 

    現地本部は、原則として公開とする。 

(６)現地本部の任務等 

ア 現地本部は、災害地において県本部の事務の一部を行うものとし、その内容については県本部の本部会議におい

て決定するものとする。 

イ 現地本部長は、災害が大規模で所管区域の市町村役場、消防機関等が災害の状況を把握できないと認めるときは、

被災地の市町村役場及び被災地の情報を直接収集・分析し、県本部に報告するものとする。 

ウ なお、情報収集に当たっては、県本部事務局と密接な連絡のもとに活動するものとする。 

(７)現地本部の運営その他必要な事項は、その都度本部長又は現地本部長がこれを定める。 

 

第３節 鳥取県災害警戒本部 
危機管理部長は、県本部が設置されない段階で災害に対する警戒のため必要と認めるときは、鳥取県災害警戒本 

部（以下「警戒本部」という。）を設置する。 

１ 警戒本部の組織 

   警戒本部に警戒本部長、警戒副本部長、本部長付を置く。 

(１)警戒本部長 

ア 警戒本部長は、危機管理部長がその任務に当たる。 

イ 警戒本部長は警戒本部の事務を総括し、職員を指揮監督する。 
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ウ 警戒本部長が不在等の非常時には、以下の順序により任務を代理する。 

第１位 次長 

第２位 次長兼危機管理政策課長 

    (２)警戒副本部長 

ア 警戒副本部長は、次長がその任務に当たる。 

イ 警戒副本部長は本部長を補佐する。 

    (３)本部長付 

ア 危機対策・情報課長、危機管理専門官を本部長付とする。 

イ 本部長付は、被災地に対する応援派遣の検討、本部長の指示する特命事項等の任務に当たる 

(４)事務局 

ア 警戒本部事務局職員は、危機管理政策課、危機対策・情報課、原子力安全対策課及び消防防災課全職員とする。 

イ なお、県水防本部との連携などのため、必要に応じて他部局の職員を加えるものとする。 

(５)災害対策本部事務局への移行 

警戒本部事務局職員（他部局の職員を除く。）は、県本部が設置されたときは速やかに県本部事務局職員としての

任務につくものとする。 

  ２ 設置の場所 

     警戒本部は、県災害対策本部室に置くものとし、必要に応じて第二庁舎４階災害オペレーション室会議室に移行する

ものとする。 

３ 設置及び廃止の基準 

(１)警戒本部の設置の基準は、第２章「配備及び動員」のとおりとする。 

(２)警戒本部は、概ね次の基準により危機管理部長が廃止する。 

ア 体制が第２章「配備及び動員」に定める注意体制又は非常体制に移行した場合。 

イ 県内各地域における警戒の必要がなくなったと認めるとき。 

４ 設置及び廃止の公表 

警戒本部を設置したときは、その旨を直ちに各部局主管課及び各総合事務所県民福祉局（東部圏域においては東部地

域振興事務所東部振興課）並びに警察本部及び消防局等の関係機関に連絡するものとする。なお、警戒本部を廃止した

ときも同様とする。 

５ 警戒本部の公開 

警戒本部は、原則として公開とする。 

６ 警戒本部の任務等 

警戒本部の主な任務は以下のとおりとする。 

(１)気象情報、被害情報等の収集及び関係機関等への伝達 

(２)県ホームページ等による情報提供や注意喚起 

(３)台風の接近が予想される等の場合、必要に応じて気象台と連携し台風説明会等を開催 

(４)災害対策本部への移行を視野に入れた段階的な所要の準備の推進、災害への警戒、監視及び初動の対応 

７ その他 

その他「鳥取県災害警戒本部設置運営要領」による。（要領は資料編のとおり） 

 

第４節 その他の応急対策を実施する組織 
１ 鳥取県危機管理委員会又は鳥取県緊急対応チームの招集 

県本部や警戒本部を設置していない場合の所管が明確でない又は複数の部局・機関に関連する災害対策に関する初動

対応については、「鳥取県危機管理対応指針」に基づき、その緊急性や重要性のレベルや推移に応じて「鳥取県危機管

理委員会」、又は「鳥取県緊急対応チーム」又はを招集し、「情報連絡室」を設置し、情報の集約、関係部局・機関と

の連絡調整等必要な初動応急対策を集中的に実施するものとする。 

(１)組織 

 

区分 

構成員 

鳥取県危機管理委員会 鳥取県緊急対応チーム 

議長 知事 危機管理部長 

副議長 副知事 危機管理部次長 

委員 政策統轄監、危機管理部長、政策統轄総局長、令和の改

新政策戦略本部長、輝く鳥取創造本部長、男女協働未来

創造本部長、総務部長、地域社会振興部長、福祉保健部

長、子ども家庭部長、生活環境部長、商工労働部長、農

林水産部長、県土整備部長、企業局長、病院事業管理者

、教育委員会教育長、警察本部長が指名する部長 

次長兼危機管理政策課長、危機対策・情報課長、 

消防防災課長、危機管理担当参事監・参事、 

その他関係課長、警察本部長が指名する課長 

事務局 危機対策・情報課の職員 

 ※情報連絡室は、危機管理部（危機対策・情報課）に設置する。 
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(２)設置場所 

鳥取県危機管理委員会又は鳥取県緊急対応チームの設置の場所は、県災害対策本部室（県庁第二庁舎）とする。 

(３)鳥取県危機管理委員会及び鳥取県緊急対応チームの任務等 

鳥取県危機管理委員会及び鳥取県緊急対応チームの所掌事務は次のとおりとする。 

ア 情報の共有 

イ 対応方針の決定 

ウ 対応部局の役割分担と連携要領の決定 

エ 対策本部等の設置の決定 

オ 広報活動に関すること 

カ その他必要な事項 

(４)県本部への移行 

    県本部等が設置された場合は、これらに移行する。 

２ 危機管理担当参事の設置 

県の危機管理体制の確立のため、「鳥取県危機管理対応指針」に基づき、以下に示す職にある者を危機管理担 

当参事に指名する。危機管理担当参事は、平素において危機対策・情報課と連携し、県の危機管理体制の強化を 

推進する。 

（政策統轄総局）政策統轄課長 

（令和の改新政策戦略本部）令和の改新推進企画課長、広報課長 

（輝く鳥取創造本部）中山間・地域振興人口減少社会対策課長 

（男女協働未来創造本部）未来創造課長 

（総務部）総務課長 

（地域社会振興部）市町村課長 

（福祉保健部）福祉保健課長 

（子ども家庭部）子育て王国課長 

（生活環境部）環境立県推進課長 

（商工労働部）商工政策課長 

（農林水産部）農林水産政策課長 

（県土整備部）技術企画課長 

（教育委員会）教育総務課長 

３ 危機管理担当参事監の設置 

県の危機管理体制の強化を推進するため、総合事務所県民福祉局長及び日野振興局長が危機管理担当参事監を兼務す

る。（東部圏域においては東部地域振興事務所東部振興課長が危機管理担当参事を兼務する。） 

 

第５節 その他の組織等 
１ 水防組織 

水防組織については、風水害対策編第２部第１章「水防計画」の定めるところによる。ただし、災害対策本部が設置

されたときは、その組織に統合されるものとする。 

２ 警察本部の警備体制 

警察本部の警備体制については、警察本部の定める｢鳥取県警察災害警備計画｣によるものとする。 

その概略は、災害応急対策編（共通）第４部第５章「災害警備の実施」のとおりである。 

３ 各種委員会等の協力 

知事は、災害応急対策上必要があると認めるときは、人事委員会等の各種委員会（教育委員会を除く。）、監査委員

又は議会に対し協力を求め、災害対策の万全を期するものとする。 

（参考）県が設置する本部等 

所管業務区分 名称 本部長等 設置の時期 廃止・移行 記載箇所 

緊急消防援助

隊 

鳥取県消防応

援活動調整本

部 

県消防防災課

長 

緊急消防援助隊の出動が

決定したとき（複数の消

防局にわたる場合等） 

 災害応急対策編（共

通）第４部第４章「消

防活動」 

被災建築物の

応急危険度判

定 

応急危険度判

定支援本部 

県住宅政策課

長 

震度５強以上の地震が発

生した場合又は市町村か

ら要請があった場合で

あって、県対策本部長か

ら指示があったとき 

 災害応急対策編（共

通）第11部第２章「地

震被災建築物の応急危

険度判定」 

応急危険度判

定支援支部 

県の総合事務

所環境建築局

建築住宅課長

ほか 

被災宅地の 

危険度判定 

危険度判定支

援本部 

県まちづくり

課長 

市町村から要請があった

とき 

 災害応急対策編（共

通）第11部第３章「被

災宅地の危険度判定」 危険度判定支

援支部 

県の県土整備

事務所長・総
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所管業務区分 名称 本部長等 設置の時期 廃止・移行 記載箇所 

合事務所県土

整備局長 

災害時の保健

医療・福祉 

保健医療福祉

対策本部 

県福祉保健部

長 

次に掲げる場合であって

必要と認めるとき 

ア 県災害対策本部の設

置 

イ 県災害対策本部未設

置だが、医療救護活動

等が必要となるおそれ

がある場合 

 災害応急対策編（共

通）第６部第１章「医

療（助産）救護の実

施」 

「鳥取県災害時公衆衛

生活動マニュアル」 

「鳥取県災害医療活動

指針」 

保健医療福祉

対策支部 

各総合事務所

保健所長、鳥

取市保健所長 

災害時の防疫 災害防疫対策

本部 

県感染症対策

センター所長 

必要に応じて 県災害対策本

部が設置され

た場合はこれ

に含まれる 

災害応急対策編（共

通）第９部第３章「防

疫の実施」 現地災害防疫

対策本部 

各総合事務所

保健所長、鳥

取市保健所長 

災害復興 災害復興本部 知事 必要に応じて（災害復興

時） 

 災害応急対策編（共

通）第16部第２章「災

害復興」 

水防 水防本部 知事（県河川

課） 

常時設置 県災害対策本

部が設置され

た場合は統合 

風水害対策編第２部第

１章「水防計画」 

 

県教育委員会 教育委員会災

害対策本部 

教育次長 大規模災害の発生によっ

て鳥取県災害対策本部が

設置された場合 

 「教育関係機関の災害

情報収集要領」 

 

第６節 関係機関との連携体制 
県（災害対策本部事務局、災害警戒本部事務局又は危機管理部）は、必要に応じて、関係機関（道路管理者、警察、気象

台、市町村等）と災害に係る情報を交換し、各機関が実施する災害対応について調整することを目的として、合同対策協議

を実施するものとする。合同対策協議はＷＥＢ会議システムを活用して行うこととし、各機関は合同対策協議を行うための

必要な体制を整備するものとする。 

 

第７節 市町村地域防災計画に定める事項 
  県地域防災計画に基づき市町村地域防災計画に定めるべき事項のうち、この章の記載事項に関連するものは以下 

のとおりである。 

１ 市町村災害対策本部に係る事項 

(１)組織 

(２)設置場所 

(３)設置及び廃止の基準 

(４)設置及び廃止の公表 

(５)市町村長が不在の場合の本部長代行順位 

(６)本部の任務等 

(７)本部会議の開催 

(８)支所等の位置付及び体制  

(９)庁舎が被災した場合の代替場所等 

２ 市町村現地対策本部に係る事項 

(１)組織 

(２)設置場所 

(３)設置及び廃止の基準 

(４)設置及び廃止の公表 

(５)現地対策本部の任務等 

３ 市町村警戒本部等の市町村対策本部以外の市町村の災害対応組織 

４ 避難指示発出などの市町村長権限移譲順位 

５ その他必要な事項 
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第２章 配備及び動員 

（県危機管理部ほか関係各部局） 

 

第１節 目的 

この計画は、災害時において災害を防御し、又はその拡大を防止するために、平素から防災に関する配備体制及び

動員体制を確立し、災害応急対策を迅速かつ的確に実施することを目的とする。 

 

第２節 配備計画 

１ 県における配備体制の種別の基準 

(１)災害の発生が予測される場合又は災害が発生した場合において、防災活動を推進するためとるべき体制は原則

として別表「配備動員表」のとおりとし、必要に応じて増員を行う等、適切な配備動員を行うものとする。 

(２)なお、県の体制が各配備体制に移行した際には、各部局及び各総合事務所県民福祉局（東部圏域においては東

部地域振興事務所東部振興課）等に周知を図るものとする。 

 

第３節 ＢＣＰ発動による資源調整 

 １ 県におけるＢＣＰの発動 

(１)ＢＣＰの発動 

県（総務部）は、災害時において、災害応急対策業務を含む非常時優先業務を迅速かつ確実に実施するため、

「鳥取県庁業務継続計画（鳥取県庁ＢＣＰ（本庁版））（以下、「県庁ＢＣＰ」という。）」に基づき、基準に

合致するときは県庁ＢＣＰを発動し、人的資源の調整や、優先度の低い業務の一時的な停止等を行うものとす

る。 

(２)ＢＣＰ発動の範囲   

県庁ＢＣＰが発動された場合、その効力は、県庁庁舎のみならず、県の行政組織全体に及ぶものとみなす。 

なお、発生した被害等の状況により、県庁ＢＣＰに定める対応の一部のみを適用したり、地域によって段階的

に対応内容の軽重を設ける等、必要に応じて発動の範囲を調整する。 

(３)発動の判断基準 

県庁ＢＣＰは、次のいずれかに該当する場合に発動する。 

なお、アに該当する場合は自動発動とする。 

また、イに該当する場合は、総務部長は発動について知事へ協議を行い、知事は発動の要否を決定するものと

し、ウ及びエについてはイに準じて発動の要否を決定する。 

ア 鳥取県地域防災計画に定める非常体制（２）による災害対応を行う場合 

イ 鳥取県地域防災計画に定める非常体制（１）による災害対応を行う場合であって、業務に必要な資源（職

員、施設・設備など）に被害が発生している場合 

ウ 災害等により業務に必要な資源（職員、施設・設備など）に被害が発生し、非常時優先業務を目標復旧時

間内に再開することができない、又は再開することができないおそれがある場合 

エ その他、業務に必要不可欠な主要資源の確保が困難となり、重要業務の遂行に支障が生じている場合 

(４)発動の公表 

ＢＣＰの発動は、非常時優先業務に各種資源を集中して非常時の対応を行うことであり、非常時優先業務では

ない業務に係るものは対応を縮小、延期することを県民、関係者に宣言することでもあることから、県は、県庁

ＢＣＰを発動したときは、市町村、関係機関等へ周知を行う。 

なお、発動している内容を変更したときや、体制を解除したときも同様とする。 

(５)組織内への周知 

県（総務部）は、県庁ＢＣＰの発動状況について、職員への周知を図るよう努める。 

(６)体制の解除 

県（総務部）は、非常時優先業務が高い水準でなされるようになり、資源再配分の調整の必要がなくなった場

合に、県庁ＢＣＰの発動を解除し、通常の体制に戻す。 

２ 市町村におけるＢＣＰの発動 

市町村は、市町村業務継続計画に基づき、必要に応じてＢＣＰを発動するものとする。 

 

第４節 県における動員計画 

１ 県における災害対策要員の動員 

(１)防災連絡責任者 

ア 各主管課及び主管機関の防災連絡責任者 

主管課等の防災連絡責任者は、被害状況等の災害情報について、各課防災連絡責任者、事務局等と緊密な連

絡のもとに職員の動員に係る連絡調整を行うとともに、災害情報、被害情報の伝達及び収集報告に当たる。 



【災害応急対策編（共通）】 第２部 組織体制計画「第２章 配備及び動員」 

123 

 
 

イ 各課の防災連絡責任者 

各課の防災連絡責任者は、主管課等の防災連絡責任者と緊密な連携のもとに、各課の職員を動員に係る連絡

調整を行うとともに、災害情報、被害状況等について把握、連絡等を図るものとする。 

(２)職員の動員 

主管課等の防災連絡責任者は、職員参集・情報提供システムにより気象情報等の配信を受け、あらかじめ防災

行動マニュアル等に定めた参集基準に該当する場合は、あらかじめ定めた連絡体制により各課の防災連絡責任者

を通じて職員の動員を行う。 

(３)動員配備の系統 

県における職員の動員配備は、次の系統で有線又は無線設備等により伝達し、動員配備するものとする。 

 

ア 勤務時間内 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 勤務時間外 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 職員の登庁 

(１)登庁の基準 

ア 職員は常に気象情報等に注意し、課の防災連絡責任者からの連絡を待たず積極的に登庁するよう心がけるも

のとする。なお、職員は、登庁に当たっては、自らの安全確保に十分留意するものとする。 

イ また、職員参集・情報提供システムにより気象情報等の配信を受け、あらかじめ防災行動マニュアル等に定

めた参集基準に該当する場合は、速やかに受信状況及び参集の可否を回答し、参集可能であれば速やかに参集

するものとする。 

ウ 職員安否確認システムによる安否確認の電子メールを受信した場合は、速やかに安否及び参集見込みを回答

し、参集可能であれば速やかに参集するものとする。 

(２)登庁の場所 

ア 登庁する場所は、原則あらかじめ防災行動マニュアル等で定められた場所とする。 

イ 公共交通機関等が寸断されるなどし、所定の参集場所に登庁することが困難なときは、最寄りの県施設（総

合事務所等）に参集し、各所属等に状況報告を行うものとする。 

(３)登庁時の留意事項 

    登庁時は、登庁経路における被災状況の把握に努めるものとする。 

(４)県（総務部）は、職員の参集状況や安否状況の把握に努めるものとし、必要に応じて各部局（主管課）及び各

総合事務所（県民福祉局。東部圏域においては東部地域振興事務所東部振興課）等に対し職員の参集状況等に

ついて報告を求めるものとする。 

 

危機管理部 各部局主管課 各課 各地方機関 

東京本部 

関西本部 

名古屋代表部 

各地方支部 

消防局 

市町村 

危機管理部 
各部局主管課 

防災連絡責任者 

各課 

防災連絡責任者 

各地方機関 

東京本部 

関西本部 

名古屋代表部 

各支部 

防災連絡責任者 

消防局 

市町村 

（職員参集・情報提供システム） 

課員 



【災害応急対策編（共通）】 第２部 組織体制計画「第２章 配備及び動員」 

124 

 
 

３ 災害対応が長期にわたる場合の動員計画 

(１)非常体制の場合、多くの職員を長時間にわたり災害応急対策に従事させる必要があるため、各所属長は職員の

健康管理を十分に行い、適宜休息時間を設けるなど従事職員の適切な交替に配慮するものとする。 

(２)特に、非常体制（２）の場合は、県本部の総力をもって全職員が災害応急対策にあたることとされているが、

長期の対応が必要となるため、早期にローテーション計画を作成し、計画的な職員動員を行い、職員の健康に配

慮するものとする。 

 

第５節 市町村地域防災計画に定める事項 

県地域防災計画に基づき市町村地域防災計画に定めるべき事項のうち、この章の記載事項に関連するものは以下の

とおりである。 

１ 市町村における災害対策要員の動員 

(１)動員手段（勤務時間内・勤務時間外）   

(２)動員系統（勤務時間内・勤務時間外） 

２ 職員の登庁 

(１)登庁の基準   

(２)登庁の場所 

３ 災害が長期にわたる場合の動員計画の確立 
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別表「配備動員表」 

種 

別 

本部等の設置体制 配備の基準（時期） 配備 

要員 

主な対応 

 本部 支部 風水害 地震・津波 大規模事故等 

注 

意 

体 

制 

 

 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

 

１ 次の気象注意報の１以上が発表

されたとき。 

(１)大雨注意報  (２)高潮注意報 

(３)洪水注意報  (４)大雪注意報 

(５)雷注意報（ただし、竜巻に係る

気象情報とセットの場合） 

２ 気象警報（警戒体制（１）とな

る気象警報を除く。）が発表され

たとき。 

３ 次の水防警報のいずれかが発表

されたとき。 

(１)待機  (２)準備 

県内で「震度３」の地

震が発生した場合 

 

 

－ 

 

 

 

関係課に

おいてあ

らかじめ

定められ

た職員 

 

関係各課において

は、気象情報等に

ついての収集連絡

を行うとともに、

その他必要な措置

を講ずるものとす

る。 

警
戒
体
制(

１)
 

 

－ － １ 次の気象警報の１以上が発表さ

れたとき。 

(１)大雨警報  (２)洪水警報 

(３)高潮警報  (４)大雪警報 

(５)暴風警報（ただし、陸上での最

大風速が25m/s以上となることが予

想されるとき） 

(６)暴風雪警報（ただし、陸上での

最大風速が25m/s以上となることが

予想されるとき） 

２ 次の指定河川洪水予報のいずれ

かが発表されたとき。 

(１)洪水注意報  (２)洪水警報 

３ 次の水防警報のいずれかが発表

されたとき。 

(１)出動  (２)指示 

４ その他危機管理部長が必要と認

めたとき。 

県内で「震度４」の地

震が発生した場合 

－ 関係課に

おいてあ

らかじめ

定められ

た職員 

１ 関係各部局に

おいては、防災

活動に従事する

とともに、適宜

部長会議等を開

き情報連絡を行

い対策を協議す

るものとする。 

２ 関係各部局に

おいては、非常

体制配備等に対

する準備を行う

ものとする。 

３ 総合事務所

（東部圏域にお

いては東部地域

振興事務所）に

おいては、災害

が発生し、又は

発生するおそれ

のある市町村に

情報連絡員を派

遣するものとす

る。（警戒体制

(２)の場合） 

警
戒
体
制(

２)
 

 

鳥取県災害警戒

本部 

【事務局】 

危機管理政策

課、危機対策・

情報課、原子力

安全対策課及び

消防防災課の職

員及び危機管理

部長がそのつど

必要と認める応

援職員 

－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 次の気象情報の１以上が発表さ

れたとき。 

(１)土砂災害警戒情報 

(２)記録的短時間大雨情報 

(３)顕著な大雨に関する情報 

(４)顕著な大雪に関する情報 

２ 次のいずれかに該当し、危機管

理部長が必要と認めたとき。 

(１)台風の暴風域が本県を通過する

ことが見込まれるとき。 

(２)指定河川洪水予報「洪水警報」

が発表されたとき。 

(３)気象庁から線状降水帯による大

雨を予測する情報が発表されたと

き 

(４)その他災害が発生し、又は発生

するおそれのあるとき。 

１ 県内で「震度５

弱」の地震が発生し

た場合 

２ 津波注意報の発表

（気象庁又は大阪管

区気象台） 

大規模事故が発生

し、又は発生する

おそれのある場合

で、危機管理部長

が必要と認めたと

き 

関係課に

おいてあ

らかじめ

定められ

た職員 

 

 

非
常
体
制(

１)
 

 

鳥取県災害対策

本部 

【事務局】 

危機管理政策

課、危機対策・

情報課、原子力

安全対策課及び

消防防災課の職

員及び別途危機

管理部長が指名

する応援職員 

鳥取県災害

対策本部地

方支部※ 

 

【事務局】 

地方支部運

営マニュア

ルであらか

じめ定めら

れた職員 

 

１ 特別警報が発表されたとき。 

２ 知事が必要と認めたとき。 

１ 県内で「震度５強

～６弱」の地震が発

生した場合 

２ 大津波警報又は津

波警報の発表（気象

庁又は大阪管区気象

台） 

１ 大規模な火

事、爆発その他

重大な人為的災

害が発生し、知

事が必要と認め

たとき。 

２ その他非常災

害が発生し、又

は発生するおそ

れのある場合

で、知事が必要

と認めたとき。 

関係課に

おいてあ

らかじめ

定められ

た職員 

 

各部局は防災活動

に従事するものと

し、直接関係のな

い部課の職員に

あっては、部長の

指示にしたがい、

いつでも防災活動

に従事できるよう

待機するものとす

る。 
非
常
体
制(

２)
 

県下およそ全域にわたる風水害が発

生し、知事が必要と認めたとき。 

１ 県内で「震度６

強」以上の地震が発

生した場合 

２ 県下およそ全域に

わたる大規模な地震

災害が発生し、知事

が必要と認めたとき 

全職員 県関係の全職員を

もって防災活動に

従事するものとす

る。 

（備考）１ 上掲の基準は、県の地方機関における配備基準にも適用する。 

    ２ 県警察本部の配備体制は、県警察本部長の定めるところによる。 

        ３ 県水防本部の配備体制は、「水防計画」の定めるところによる。 

４ 原子力災害にかかる配備体制は「原子力災害対策編」の定めるところによる。 

    ５ 平均風速とは、10 分間平均風速を指す。 

    ６ 「大津波警報」「緊急地震速報（震度６弱以上又は長周期地震動階級４）」も特別警報に位置付けられている。 

  ※ 地方支部にあっては所管区域に限る
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第３章 職員派遣 

（県危機管理部、県総務部ほか関係各部局） 

 

第１節 目的 

この計画は、職員派遣等、災害時の応急対策を実施する人員の確保について定めることを目的とする。 

 

第２節 実施責任者 

 災害時の応急対策を実施するために必要な職員の確保は、県、市町村等の防災関係機関においてそれぞれ行うも 

のとする。 

 

第３節 職員の派遣及び要請 

１ 派遣及び応援の要請決定 

(１)県及び市町村は、職員の状況を把握し、必要な職種別人員数に対して自ら職員の確保が困難な場合は、指定行

政機関、指定地方行政機関、他の都道府県又は他の市町村に対し、必要職員の派遣又は応援を要請し、職員の確

保を図るものとする。 

(２)なお、迅速かつ円滑に実施するため、県及び市町村が締結する様々な災害時応援協定に基づき派遣又は応援を

要請するものとする。 

(３)要請に当たっては、次の事項を記載した文書をもって職員の派遣（応援）を要請するものとする。 

ア 派遣を要請する理由 

イ 派遣を要請する職員の職種別人員数 

ウ 派遣を必要とする期間 

エ 派遣される職員の給与その他の勤務条件 

オ その他職員の派遣について必要な事項 

２ 県の実施する措置 

(１)実施部（又は災害応急対策を実施する部局）は、職員の確保状況について状況の把握に努め、職員が不足して

いる場合には、本部に報告するものとする。 

(２)県本部（又は危機管理部）は、職員の派遣又は応援の要請が必要と認められる場合は、災害の規模、必要とな

る応急措置の状況及び緊急性から総合的に判断し、要請先及び要請内容を決定するものとする。 

(３)要請先との連絡調整は、人事担当部局において行う。 

３ 市町村の実施する措置 

 市町村は、県に準じて職員の状況把握及び派遣（応援）の要請を行う。 

４ 費用負担等 

職員派遣に係る人件費、旅費等の費用については、協定の定めによるものとするが、原則応援を受けた者が負担

するものとする。ただし、応援を受けた者と応援者が協議して定めた場合はこの限りでない。 

 

第４節 県の応援 

１ 災害時市町村支援チームの派遣 

(１)災害時市町村支援チームの概要 

県内で大規模又は、重大な災害が発生した場合に、被災市町村の初動マネジメント等を支援するため、あらか

じめ登録された県職員をチーム編成し、被災市町村に派遣するものである。 

(２)チームの構成（職位は目安とし、実状に応じて編成する） 

職種 人数 職位 備考 

チームリーダー １名 課長級以上の職員  

連絡調整官 課長補佐級以上の

職員 

 

スタッフ 課長補佐級以下の

職員 

 

情報連絡員 １名  地方支部を所管する所属（総合事務所等）から警戒体

制（２）以上等で被災市町村に派遣される職員がいる

場合は加える。 

(３)支援チームの主な業務 

支援チームは、市町村災害対策本部等において 主に次の業務を行うものとする。 

ア 災害対応に関する被災市町村長等の補佐 

イ 被災市町村からの要望、要請への対応 
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ウ 実動組織、関係機関等との調整 

エ 被災市町村と県の連絡調整、被災市町村への支援の調整 

 オ 被災市町村における被害情報、支援ニーズ等の情報収集及び県との情報共有 

 カ 県から被災市町村に派遣された次のチーム等との連携及び支援調整 

（ア）被災建築物応急危険度判定士 

（イ）被災宅地危険度判定士 

（ウ）保健師 

（エ）鳥取県職員災害応援隊 

（オ）その他被災市町村支援のために派遣されたチーム、職員 

キ その他、県災害対策本部長（知事）等が必要と認めた事項 

(４)支援チームの派遣 

ア 県災害対策本部長（知事）が支援チームの派遣を必要と認めたときは、人事企画課は各部局等と協議し、あ

らかじめ登録した職員の中から優先して編成するものとする。 

イ 支援チームの派遣期間は１週間程度を基本とし、長期間にわたることが想定される場合は、適宜職員を交代

させるものとする。なお、交代に当たっては、チームリーダー、連絡調整官が同時に交代することがないよう、

また、新旧のチームが引き継ぎを行う期間を設けるよう配慮するものとし、派遣期間は状況に応じて調整する。 

ウ 県災害対策本部長（知事）が支援チームの派遣が必要なくなったと認めたときは、派遣を終了するものとす

る。 

エ 支援チームの派遣に当たって必要となる被災市町村への移動手段や活動資機材等については、災害対策本部

及び実施部（総務部）が協力して確保するよう努めるものとする。 

２ 被災市町村への情報連絡員の派遣 

(１)県は、災害が県内において発生し、又は発生するおそれのある場合等次のいずれかの基準に該当するときは、

当該災害等の基準に該当する市町村の区域を所管する総合事務所長（鳥取市、岩美郡及び八頭郡の区域における

災害にあっては東部地域振興事務所長、日野郡の区域における災害にあっては西部総合事務所日野振興センター

長。以下「総合事務所長等」という。）は、速やかに当該市町村（当該市町村の支所を含む。以下同じ。）へ情

報連絡員を派遣する。 

ア 特別警報（大雨、暴風、高潮、波浪、暴風雪、大雪又は津波）の発表 

イ 単独以上の市町村で、アの発表基準に相当する降水量又は積雪深が認められた場合 

ウ 土砂災害警戒情報の発表 

エ 記録的短時間大雨情報の発表 

オ 顕著な大雪に関する情報の発表 

カ 震度５弱以上の地震の発生の発表 

キ 津波注意報又は津波警報の発表 

ク 市町村が災害対策本部を設置したとき（倉吉市、岩美町又は日野町においては、次に掲げる配備体制以上で

あるとき）。ただし、震度４以下の地震の発生の発表のみをもって、災害対策本部が設置された市町村を除く。 

（ア）倉吉市 非常体制 

（イ）岩美郡岩美町 第１～３配備 

（ウ）日野郡日野町 第三次非常配備 

(２)総合事務所長等は、災害が発生し、若しくは発生するおそれがあるということで市町村から情報連絡員の派遣

要請があったとき、又は次のいずれかに該当する場合であって、危機管理部長若しくは総合事務所長等が情報連

絡員派遣の必要があると認めたときは、派遣先市町村へ向かう経路上及び派遣先の安全を確認のうえ、当該市

町村へ情報連絡員を派遣する。 

ア 台風の暴風域が本県を通過することが見込まれるとき 

イ 指定河川洪水予報「洪水警報」又は「水防警報(出動若しくは指示)」が発表されたとき 

ウ 高齢者等避難、避難指示、緊急安全確保が発令されたとき 

エ 総合事務所長等が所管する区域に顕著な大雨に関する情報が発表されたとき 

オ 大規模事故が発生し、又は発生するおそれのあるとき 

カ その他災害等が発生し、又は発生するおそれのあるとき 

(３)情報連絡員は、次の業務を優先し、支部（又は総合事務所県民福祉局（東部圏域においては東部地域振興事務

所長））及び県本部等への情報伝達・報告を行い、必要に応じて、情報共有のための連絡会議を実施するものと

する。 

 ・第１優先業務 派遣先市町村の災害対応等に係る緊急要請があるときの県への報告 

 ・第２優先業務 派遣先市町村の一般被害情報の収集・整理及び県への報告 

(４)情報連絡員は、派遣先市町村の要請に関する県の対応状況について派遣先市町村へ報告するとともに、県等の

対応状況、県内他市町村の主な被害と対応状況、県管理施設等の被害状況（特に県民生活に重大な影響を及ぼす

もの）と対応状況等について、派遣先市町村へ情報提供するものとする。※「災害時等における情報連絡員業務
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要領」による。 

３ 鳥取県職員災害応援隊の派遣 

(１)鳥取県職員災害応援隊の概要 

大規模又は重大な災害の発生時に市町村等が行う災害応急対策活動には大量の人員が必要であることから、県

職員の迅速な応援派遣と現地の状況に応じた的確な初動活動を図るために、あらかじめ希望する県職員を隊員と

して登録し、組織化しておく。被災市町村からの要請等により被災地に派遣され、応援活動を実施する。 

なお、必要に応じて本県と応援協定を締結した都道府県等にも派遣される場合がある。 

ア 活動内容 

 被災者の救護、障害物の除去、屋根のシート張り、物資輸送、避難所の運営支援 等 

イ 構成 

県職員の希望者で構成、応援隊は１隊概ね５名で編成しそれぞれに隊長を置く。 

なお、現地連絡調整員として危機管理部等の職員が同行する。 

(２)応援の決定 

ア 応援の実施の決定は、市町村長等の要請に基づき、知事が行う。 

イ 応援の決定を受け、県（県本部事務局又は総務部人事企画課）は、登録者及び各部局に動員について要請を

行い、出動可能な職員を動員する。 

(３)応援の実施 

ア 応援隊は、派遣先の市町村長等の指揮下に入り、隊長の監督の下で応援活動を行う。 

イ 応援の期間は概ね１週間以内とし、業務内容等により期間の変更又は隊員の交代を行う。 

４ 被災市町村への派遣職員の通信体制の確立 

県本部又は支部から市町村に派遣する職員（情報連絡員、災害時派遣チーム構成員）は、携帯電話、衛星携帯電

話等の通信機器を用いて県本部又は支部との通信連絡を行う。 

 

第５節 市町村地域防災計画に定める事項 

県地域防災計画に基づき市町村地域防災計画に定めるべき事項のうち、この章の記載事項に関連するものは以下 

のとおりである。 

１ 県、他市町村等への職員派遣 

２ 県、他市町村等への応援要請体制の整備 

３ 県、他市町村等からの派遣要員の受入体制の整備 
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災害応急対策編（共通）第３部 情報通信広報計画 

第１章 気象情報の伝達 

（県関係部局、各関係機関） 

第１節 目的 

この計画は、災害が発生し、又は発生するおそれのある場合に、気象、水防、消防等災害関係予報、警報を迅速

かつ的確に伝達することで必要な注意を促し、被害の軽減、拡大防止を図ることを目的とする。 

 

第２節 気象警報等の発表 

１ 特別警報・警報・注意報の発表・解除及び気象情報の発表 

(１)特別警報・警報・注意報の発表・解除及び気象情報の発表は、鳥取地方気象台が行う（ただし、「大雨警

報・洪水警報の危険度分布」、「鳥取県記録的短時間大雨情報」及び「鳥取県竜巻注意情報」は気象庁）。 

(２)二種以上の特別警報・警報・注意報を行った後において、これらのうちの一部の特別警報事項、警報事項又

は注意報事項を継続する必要がある場合は、その特別警報、警報、注意報を新たに行って切り替えるものとす

る。 

(３)一種又は二種以上の特別警報、警報、注意報を行った後において、これらの全部若しくは一部の特別警報事

項、警報事項又は注意報事項を継続するとともに、新たに特別警報事項、警報事項又は注意報事項を追加する

必要がある場合は、継続するものと追加するものとを併せて、二種以上の特別警報、警報、注意報を新たに

行って切り替えるものとする。 

２ 特別警報・警報・注意報及び気象情報の地域細分 

(１)特別警報・警報・注意報は市町村ごとに発表する。ただし、発表する情報量が多くなることから地域を簡潔

に表示する目的で「一次細分区域」「市町村等をまとめた地域」を用いる場合がある。なお、気象情報は全県

を対象として発表する。 

一次細分区域 

 

市町村等を 

まとめた地域 

二次細分区域（市町村等） 

東部 鳥取地区 鳥取市北部、岩美町 

八頭地区 鳥取市南部（鳥取市のうち河原町、用瀬町及び佐治町）、若桜町、智頭町、八頭町 

中・西部 倉吉地区 倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町 

米子地区 米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町 

日野地区 日南町、日野町、江府町 

３ 特別警報・警報・注意報及び気象情報の種類及び基準等 

 大雨や強風等の気象現象によって、災害が起こるおそれのあるときには「注意報」が、重大な災害が起こるお

それのあるときには「警報」が、重大な災害が起こるおそれが著しく大きい場合には「特別警報」が、現象の危

険度と雨量、風速、潮位等の予想値を時間帯ごとに明示して、鳥取県内の市町村ごとに発表される。また、土砂

災害や低地の浸水、中小河川の増水･氾濫、竜巻等による激しい突風、落雷等については、実際に危険度が高

まっている場所が「キキクル（警報の危険度分布）」等で発表される。なお、大雨や洪水等の警報等が発表され

た場合のテレビやラジオによる放送等では、重要な内容を簡潔かつ効果的に伝えられるよう、これまでどおり市

町村等をまとめた地域の名称を用いる場合がある。  

特別警報・警報・注意報の概要 

種類 概要 

特別警報 大雨、大雪、暴風、暴風雪、波浪、高潮が特に異常であるため重大な災害の起こるおそれが

著しく大きい場合、その旨を警告して行う予報 

警報 大雨、洪水、大雪、暴風、暴風雪、波浪、高潮によって重大な災害の起こるおそれがある場

合、その旨を警告して行う予報 

注意報 大雨、洪水、大雪、強風、風雪、波浪、高潮等によって災害が起こるおそれがある場合に、そ

の旨を注意して行う予報 

(１)特別警報・警報・注意報 

ア 大雨特別警報発表基準 

 (ア)大雨特別警報（土砂災害） 

過去の多大な被害をもたらした現象に相当する土壌雨量指数の基準値を地域ごとに設定し、この基準値

以上となる１㎞格子が概ね 10 個以上まとまって出現すると予想される状況において、当該格子が存在し、

かつ、激しい雨（１時間に概ね 30 ミリ以上の雨）がさらに降り続くと予想される市町村等に大雨特別警報

（土砂災害）を発表する。 
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＜土壌雨量指数の基準値（1ｋｍ格子）＞令和 6年 5月 23 日現在 

 

（イ）大雨特別警報（浸水害） 

過去の多大な被害をもたらした現象に相当する表面雨量指数及び流域雨量指数の基準値を地域ごとに

設定し、以下の①または②を満たすと予想される状況において、当該格子が存在し、かつ、激しい雨

（１時間に概ね 30 ミリ以上の雨）がさらに降り続くと予想される市町村等に大雨特別警報（浸水害）

を発表する。 

①表面雨量指数として定める基準値以上となる１㎞格子が概ね 30 個以上まとまって出現。 

②流域雨量指数として定める基準値以上となる１㎞格子が概ね 20 個以上まとまって出現。 

＜表面雨量指数の基準値（1ｋｍ格子）＞令和6年5月23日現在 

        

＜流域雨量指数の基準値（1ｋｍ格子）＞令和6年5月23日現在 

  
※流域雨量指数は 10 倍した値を表示している。 
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イ 大雨警報・注意報発表基準 

（令和 6 年 5 月 23 日現在） 

      大雨警報基準 大雨注意報基準 

市町村等を 

まとめた地域 
市町村等 

表面雨量 

指数基準 

土壌雨量 

指数基準 

表面雨量 

指数基準 

土壌雨量 

指数基準 

鳥取地区 
鳥取市北部 18 113 9 88 

岩美町 14 110 10 85 

八頭地区 

鳥取市南部 11 125 7 97 

若桜町 10 114 6 88 

智頭町 10 124 6 96 

八頭町 12 118 9 92 

倉吉地区 

倉吉市 12 127 7 90 

三朝町 12 125 8 88 

湯梨浜町 12 130 7 92 

琴浦町 12 137 8 97 

北栄町 12 141 8 100 

米子地区 

米子市 18 124 11 88 

境港市 16 － 11 110 

日吉津村 16 － 11 110 

大山町 15 118 10 83 

南部町 14 108 9 76 

伯耆町 15 113 9 80 

日野地区 

日南町 10 114 7 80 

日野町 11 109 8 77 

江府町 10 119 7 84 

※「鳥取市北部」は鳥取市のうち鳥取市南部の区域を除く区域、｢鳥取市南部｣は鳥取市のうち河原町、用

瀬町及び佐治町の区域。以下本節の各表において同じ。 

※注意報・警報の発表は、二次細分区域(市町村等)の単位による。 

※大雨警報については、表面雨量指数基準に到達することが予想される場合は｢大雨警報（浸水害）｣、土

壌雨量指数基準に到達すると予想される場合は｢大雨警報（土砂災害）｣、両基準に到達すると予想され

る場合は｢大雨警報（土砂災害、浸水害）｣として発表する。 

※土壌雨量指数基準値は 1km 四方毎に設定しているが、表中の土壌雨量指数基準、表面雨量指数基準に

は、市町村等の域内における基準値の最低値を示している。 

1km 四方毎の土壌雨量指数基準値については、気象庁ホームページ 

（http://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/index_shisu.html ）を参照のこと。 

ウ 洪水警報・注意報発表基準（値は令和 6 年 5 月 23 日現在） 

洪水警報基準 

市町村等を

まとめた地域 
市町村等 流域雨量指数基準 複合基準 

指定河川洪水予報による

基準 

鳥取地区 

鳥取市北

部 

河内川流域=14.9，

勝部川流域=13.9，

塩見川流域=9.5， 

日置川流域=7, 

野坂川流域=14.3, 

大路川流域=10.6 

 

 

千代川流域=（11,46.2），

河内川流域=（9,13.4）， 

塩見川流域=（8,7.1）， 

日置川流域=（11,6.3） 

千代川［用瀬・袋河原・

行徳］， 

袋川・新袋川［宮ノ下］ 

岩美町 

蒲生川流域=18.1， 

小田川流域=9.7， 

陸上川流域=8.7 

－ － 

八頭地区 

鳥取市南

部 

佐治川流域=18.5 

大井手川流域=4.5 

千代川流域=（5,50.4）， 

大井手川流域=（5,4） 

千代川［用瀬・袋河原・

行徳］ 

若桜町 八東川流域=28.4 － － 

智頭町 
千代川流域=30， 

土師川流域=15.7 

千代川流域=（5,27） 

 
－ 

八頭町 
八東川流域=32.5， 

私都川流域=15.2 
－ － 

倉吉地区 倉吉市   
小鴨川流域=（9,22.3） 

 

天神川［竹田橋・小田］， 

小鴨川［河原町］， 

国府川［福光］ 
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洪水警報基準 

市町村等を

まとめた地域 
市町村等 流域雨量指数基準 複合基準 

指定河川洪水予報による

基準 

鳥取県由良川［瀬戸］ 

三朝町 
三徳川流域=19.5， 

加茂川流域=14.5 
－ 天神川［竹田橋・小田］ 

湯梨浜町 

橋津川流域=12.1，

東郷川流域=10.4,

園川流域=4.9， 

原川流域=4.5， 

川上川流域=6.2， 

羽衣石川流域=6.2, 

埴見川流域=4.9 

橋津川流域=（9,10.8） 

 
天神川［竹田橋・小田］ 

琴浦町 

加勢蛇川流=14.7， 

洗川流域=11.8， 

勝田川流域=14.3 

－ － 

北栄町 
由良川流域=9.4， 

北条川流域=4 
－ 

天神川［竹田橋・小田］， 

鳥取県由良川［瀬戸］ 

米子地区 

米子市 

加茂川流域=5.3， 

佐陀川流域=14.5，

精進川流域=9.1， 

加茂川流域=5.1 

新加茂川流域=6.3 

法勝寺川流域=（8，

12.9），加茂川流域=

（12,4.7）， 

新加茂川流域=(12,5.6) 

日野川［溝口・車尾］， 

法勝寺川［福市］ 

境港市   － － 

日吉津村   － 日野川［溝口・車尾］ 

大山町 

下市川流域=10.2， 

名和川流域=7， 

阿弥陀川流域=15.9 

阿弥陀川流域=（8,14.3） － 

南部町 小松谷川流域=10.9 － 法勝寺川［福市］ 

伯耆町 野上川流域=13.4 日野川流域=（11,35.8） 日野川［溝口・車尾］ 

日野地区 

日南町 

日野川流域=22.8， 

印賀川流域=12.7， 

石見川流域=17.8 

－ － 

日野町 
日野川流域=31， 

板井原川流域=14.2 
日野川流域=（6,30.9） － 

江府町 
日野川流域=44.3， 

船谷川流域=9.4 

船谷川流域=（5,8.4） 

 
－ 

 

洪水注意報基準 

市町村等を

まとめた地

域 

市町村等 流域雨量指数基準 複合基準 
指定河川洪水予報による

基準 

鳥取地区 

鳥取市北

部 

河内川流域=11.9，

勝部川流域=11.1，

塩見川流域=4.8， 

日置川流域=5.6, 

野坂川流域=11.4, 

大路川流域=7.8 

 

千代川流域=（5,41.1）， 

袋川流域=（7,9.4）， 

河内川流域=（5,11.9）， 

勝部川流域（5,11.1）， 

塩見川流域=（5,4.5）， 

日置川流域=（7,4.5）， 

大路川流域=（5,7.8） 

千代川［用瀬・袋河原・

行徳］， 

袋川・新袋川［宮ノ下］ 

岩美町 

蒲生川流域=14.4， 

小田川流域=7.7， 

陸上川流域=6.9 

蒲生川流域=（8,11.5） 

 
－ 

八頭地区 

鳥取市南

部 

佐治川流域=14.8,

大井手川流域=3.7 

千代川流域=（5,34.8）， 

大井手川流域=（5,2.9） 

千代川［用瀬・袋河原・

行徳］ 

若桜町 八東川流域=22.7 八東川流域=（5,22.7） － 

智頭町 
千代川流域=24， 

土師川流域=12.5 
千代川流域=（5,24） 
 

－ 

八頭町 
八東川流域=26， 

私都川流域=9.1 

八東川流域=（5,18.4）， 

私都川流域=（5,9.1） 
－ 
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洪水注意報基準 

市町村等を

まとめた地

域 

市町村等 流域雨量指数基準 複合基準 
指定河川洪水予報による

基準 

倉吉地区 

倉吉市   小鴨川流域=（5,19.9） 

天神川［竹田橋・小田］， 

小鴨川［河原町］， 

国府川［福光］ 

三朝町 
三徳川流域=15.6， 

加茂川流域=11.6 
加茂川流域=（5,9.2） 天神川［竹田橋・小田］ 

湯梨浜町 

橋津川流域=9.6， 

東郷川流域=8.3, 

園川流域=3.9， 

原川流域=3.6, 

川上川流域=4.9， 

羽衣石川流域=4.9, 

埴見川流域=3.9 

 

 

橋津川流域=（6,7.7）， 

原川流域=（5,3.5） 

 

天神川［竹田橋・小田］ 

琴浦町 

加勢蛇川流=11.7， 

洗川流域=9.4， 

勝田川流域=11.4 

－ － 

北栄町 
由良川流域=7.5， 

北条川流域=3.3 
－ 

天神川［竹田橋・小田］， 

鳥取県由良川［瀬戸］ 

米子地区 

米子市 

加茂川流域=4.2， 

佐陀川流域=11.6,

精進川流域=7.2， 

加茂川流域=4.1， 

新加茂川流域=4.9 

法勝寺川流域=（8,11.5），

加茂川流域=（9,3.4）， 

新加茂川流域=（9,4） 

日野川［溝口・車尾］， 

法勝寺川［福市］ 

境港市   － － 

日吉津村   － 日野川［溝口・車尾］ 

大山町 

下市川流域=8.1， 

名和川流域=5.6， 

阿弥陀川流域=12.7 

名和川流域=（5,4.7）， 

阿弥陀川流域=（8,10.2） 
－ 

南部町 小松谷川流域=8.7 
法勝寺川流域=（7,8.7）， 

小松谷川流域=（5,8.7） 
法勝寺川［福市］ 

伯耆町 野上川流域=10.7 
日野川流域=（7,25.4）, 

野上川流域=（7,8.6） 
日野川［溝口・車尾］ 

日野地区 

日南町 

日野川流域=18.2， 

印賀川流域=10.1， 

石見川流域=14.2 

石見川流域=（5,14.2） － 

日野町 
日野川流域=24.8,

板井原川流域=11.3 
日野川流域=（6,24.8） － 

江府町 
日野川流域=35.4， 

船谷川流域=7.5 
船谷川流域=（5,6） － 

※注意報・警報の発表は、二次細分区域(市町村等)の単位による。 

※複合基準の括弧内は、（表面雨量指数、流域雨量指数）の組み合わせによる基準値を表している。 

※洪水の欄中、「指定河川洪水予報による基準」の「○○川［△△］」は、洪水警報においては「指定河

川である○○川に発表された洪水予報において、△△基準観測点で氾濫警戒情報、又は、氾濫危険情報

の発表基準を満たしている場合に洪水警報を発表する」ことを、洪水注意報においては、同じく「△△

基準観測点で氾濫注意情報の発表基準を満たしている場合に洪水注意報を発表する」ことを意味する。 

※空欄は対象となる河川がないことを意味する。「－」は対象となる基準がないことを意味する。 

エ ア、イ、ウ以外の特別警報・警報・注意報発表基準 

特別 

警報名 

発表基準 警報名 発表基準 注意報名 発表基準 

気

象

特

別

警

報 

暴風

特別

警報 

数十年に一度の強度

の台風や同程度の温

帯低気圧により、暴

風が吹くと予想され

る場合 

気

象

警

報 

暴風 

警報 

暴風によって重大な災害

が起こるおそれがあると

予想される場合 

平均風速が陸上で20ｍ/ｓ

以上、海上で25ｍ/ｓ以上

と予想される場合 

気

象

注

意

報 

強風

注意

報 

強風によって災害が起こ

るおそれがあると予想さ

れる場合 

平均風速が陸上で12ｍ/ｓ

以上（湖山（アメダス）

の観測値は15ｍ/ｓを目安

とする）、海上で15ｍ/ｓ

以上と予想される場合 

暴風 数十年に一度の強度 暴風 雪を伴う暴風によって重 風雪 雪を伴う強風によって災
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特別 

警報名 

発表基準 警報名 発表基準 注意報名 発表基準 

雪特

別警

報 

の台風と同程度の温

帯低気圧により、雪

を伴う暴風が吹くと

予想される場合 

雪警

報 

大な災害が起こるおそれ

があると予想される場合 

平均風速が陸上で20ｍ/ｓ

以上海上で25ｍ/ｓ以上と

予想される場合（雪を伴

う。） 

注意

報 

害が起こるおそれがある

と予想される場合 

平均風速が陸上で12ｍ/ｓ

以上（湖山（アメダス）

の観測値は15ｍ/ｓを目安

とする）、海上で15ｍ/ｓ

以上と予想される場合

（雪を伴う。） 

大雪

特別

警報 

数十年に一度の降雪

量となる大雪が予想

される場合 

〈50年に一度の積雪深〉 

境   70cm 

米子  65cm 

鳥取  1045cm 

倉吉  789cm 

大山  3467cm 

智頭  1156cm 
※令和65年11月1日現在 

※50年に一度の値は統

計値であり、一の位の

大小まで厳密に評価す

る意味は無い。 

※大雪特別警報は、府

県程度の広がりで50年

に一度の積雪深とな

り、かつ、その後も警

報級の降雪が丸一日程

度以上続くと予想され

る場合に発表される。

個々の地点で50年に一

度の値となることのみ

で特別警報となるわけ

ではないことに留意。 

大雪 

警報 

大雪によって重大な災害

が起こるおそれがあると

予想される場合 

12時間の降雪の深さが平

地で25ｃｍ以上、山地で

40ｃｍ以上と予想される

場合 

（大山（アメダス）の観

測値は55cmを目安とす

る。） 

大雪

注意

報 

大雪によって災害が起こ

るおそれがあると予想さ

れる場合 

12時間の降雪の深さが平

地で15ｃｍ以上、山地で

25ｃｍ以上と予想される

場合 

（大山（アメダス）の観

測値は35cmを目安とす

る。） 

 なだ

れ注

意報 

なだれによって災害が起

こるおそれがあると予想

される場合 

積雪が30ｃｍ以上あり、

降雪の深さが40ｃｍ以上

になると予想される場合

又は山沿の積雪が60ｃｍ

以上あり、次のいずれか

になると予想される場合 

１.日最高気温８℃以上

（鳥取地方気象台の値） 

２.かなりの降雨 

濃霧

注意

報 

濃霧によって交通機関等

に著しい支障が生じるお

それがある場合 

視程が陸上100ｍ以下、海

上500ｍ以下が予想される

場合 

雷注

意報 

落雷等により災害が起こ

るおそれがあると予想さ

れる場合 

乾燥

注意

報 

空気が乾燥し、火災の危

険が大きいと予想される

場合 

最小湿度が40％以下で実

効湿度が65％以下になる
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特別 

警報名 

発表基準 警報名 発表基準 注意報名 発表基準 

と予想される場合 

 

着雪

注意

報 

着雪によって、通信線や

送電線等に被害を受ける

おそれがあると予想され

る場合 

気温－2℃～＋２℃の条件

下で12時間降雪の深さ平

地15ｃｍ以上、山地25cm

以上が予想される場合 

霜注

意報 

早霜期、晩霜期の降霜に

より農作物に著しい被害

を受けるおそれがあると

予想される場合/最低気温

３℃以下が予想される場

合 

低温

注意

報

（最

低気

温） 

低温によって農作物又

は、水道管や道路の凍結

等に著しい被害が予想さ

れる場合 

最低気温 －４℃以下 

（鳥取地方気象台及び米

子特別地域気象観測所の

値） 

融雪

注意

報 

融雪により災害が発生す

るおそれがあると予想さ

れた場合 

着氷

注意

報 

著しい着氷により災害が

発生するおそれがあると

予想された場合 

※平均風速とは、10 分間平均風速を指す。 

※融雪注意報、着氷注意報については、本地域における当該現象による災害がきわめて稀であり、災害との

関係が不明確であるため、具体的な基準を定めていない。 

特別警報名 発表基準 警報名 発表基準 注意報名 発表基準 

高潮特別警報 数十年に一度

の強度の台風

や同程度の温

帯低気圧によ

り、高潮にな

ると予想され

る場合 

高潮警報 台風等による海面の異

常上昇によって重大な

災害が起こるおそれが

あると予想される場合 

対象地域の最高潮位が

以下の数値以上と予想

される場合 

【東部】 

鳥取市北部 1.2ｍ   

岩美町 1.3ｍ 

【中・西部】 

湯梨浜町 1.3ｍ  

琴浦町 1.3ｍ 

北栄町 1.3ｍ    

米子市 1.2ｍ 

境港市 1.2ｍ    

日吉津村 1.3ｍ 

大山町 1.3ｍ 

高潮注意報 

 

 

台風等による海面の異

常上昇によって災害が

起こるおそれがあると

予想される場合/対象

地域の最高潮位が以下

の数値以上と予想され

る場合 

【東部】 

鳥取市北部 0.9ｍ  岩

美町 0.9ｍ 

【中・西部】 

湯梨浜町 0.9ｍ  

琴浦町 0.9ｍ 

北栄町 0.9ｍ    

米子市 0.9ｍ 

境港市 0.9ｍ    

日吉津村 0.9ｍ 

大山町 0.9ｍ 

波浪特別警報 数十年に一度の

強度の台風や同

程度の温帯低気

圧により、高波

になると予想さ

れる場合 

波浪警報 風浪・うねり等によっ

て重大な災害が起こる

おそれがあると予想さ

れる場合 

有義波高が６ｍ以上と

予想される場合 

波浪注意報 風浪・うねり等によっ

て災害が起こるおそれ

があると予想される場

合 

有義波高が３ｍ以上と

予想される場合 

※基準の数値は過去の災害発生頻度と気象条件との関係から決めたものであり、気象要素によって災害発生を
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予想する際の目安である。 

 

 

 

 

 

 

(２)全般気象情報、中国地方気象情報、鳥取県気象情報 

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や、特別警報・警報・注意

報が発表された後の経過や予想、防災上の留意点が解説される場合等に発表される。 

雨を要因とする特別警報が発表されたときには、その後速やかにその内容を補足するため「記録的な大雨に

関する鳥取県気象情報」、「記録的な大雨に関する中国地方気象情報」、「記録的な大雨に関する全般気象情

報」という表題の気象情報が発表される。 

大雨による災害発生の危険度が急激に高まっている中で、線状の降水帯により非常に激しい雨が同じ場所で

降り続いているときには、「線状降水帯」というキーワードを使って解説する「顕著な大雨に関する鳥取県気

象情報」が発表される。この情報は警戒レベル４相当以上の状況で発表する警戒レベル相当情報を補足する。

この情報の発表基準を満たすような線状降水帯による大雨の可能性がある程度高いことが予想された場合に、

半日程度前から全般気象情報、中国地方気象情報、鳥取県気象情報は線状降水帯発生の可能性について言及し

て発表される。 

大雪警報発表中に、降雪が大雪警報の基準を大幅に上回る場合に、大雪に対する厳重な警戒を呼びかける。 

なお、アメダス地点で記録的な短時間の大雪を観測し、交通障害が大規模化・深刻化するおそれが高まって

きている状況において、その後も警報級の強い降雪が予想される場合は、「顕著な大雪に関する鳥取県気象情

報」という表題の気象情報が発表される。大雪による大規模な交通障害の発生するおそれが高まり、一層の警

戒が必要となるような短時間の大雪となることが見込まれる場合は、「顕著な大雪に関する鳥取県気象情報」

という表題の気象情報が発表される。 

気象情報は、特別警報・警報・注意報と組み合わせて有機的に活用することによって、防災効果を格段に高

める機能を有しており、その機能は次の２つの機能に大別される。 

ア アラーム的機能 

特別警報・警報・注意報を発表するには時期尚早であるが、特別警報・警報・注意報に相当する気象条件が

起こる可能性を前もって防災機関・報道機関あるいは公衆に伝達することが防災上非常に有効であると判断さ

れる場合に発表する気象情報が有する機能（例：台風シナリオ等）。 

イ 補完的機能 

特別警報・警報・注意報文では十分に説明できなかった重要な気象現象の状態や防災上の注意事項等を具体

的に説明するために発表する気象情報、あるいは特別警報・警報・注意報の解除に際し、後遺症的災害が発生

する可能性の有無について言及する場合に発表する気象情報が有する機能（例：台風情報、大雨情報等）。 

(３)早期注意情報（警報級の可能性） 

  ５日先までの警報級の現象の可能性が［高］、［中］の２段階で発表される。当日から翌日にかけては時間

帯を区切って、天気予報の対象地域と同じ発表単位（鳥取県東部など）で、２日先から５日先にかけては日単

位で、週間天気予報の対象地域と同じ発表単位（鳥取県など）で発表される。 

(４)記録的短時間大雨情報 

鳥取県内で大雨警報発表中に数年に一度程度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観測(地上の雨量

計による観測)又は解析(気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析)したとき、下表の雨量基準を満た

し、かつ、大雨警報発表中に、キキクル（危険度分布）の「危険」（紫）が出現している場合に、鳥取県気象

情報の一種として発表される。この情報が発表されたときは、土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾濫

といった災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が高まってい

る場所については、「キキクル（警報の危険度分布）」で確認することができる。 

発表官署 気象庁 

発表基準 １時間雨量 90mm 以上 

(５)指定河川洪水予報 

河川の増水や氾濫等に対する水防活動の判断や住民の避難行動の参考となるように、あらかじめ指定した河

川について、区間を決めて水位又は流量を示して発表される警報及び注意報である。 

風水害対策編第２部第１章「水防計画」を参照。 

(６)土砂災害警戒情報 

ア 鳥取地方気象台及び県は、大雨警報（土砂災害）発表中において、大雨による土砂災害発生の危険度を降

雨に基づいて判断し、土砂災害の危険度が高まり厳重な警戒を市町村長等へ呼びかける必要があると認めら

れる場合には、両者協議の上、共同で土砂災害警戒情報を市町村単位で発表する。その際、県は、避難指示

等の判断に資するため、土砂災害警戒情報を関係のある市町村の長に通知するとともに、一般に周知させる

ため必要な措置を講じるものとする。市町村への情報の伝達にあたっては、受信確認の実施等により確実に

情報伝達を行うものとする。 

また、市町村は、住民への情報の伝達について特に留意する。 

イ 県は、土砂災害警戒情報を補足する土砂災害危険度情報等を、インターネット等で市町村や地域住民に迅

速に提供する。 

（参考） 

〇気象等に関する特別警報の発表基準（気象庁ホームページ） 

ＵＲＬ: https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/tokubetsu-keiho/kizyun-kishou.html 

 〇警報・注意報発表基準一覧表（鳥取県）（気象庁ホームページ） 

ＵＲＬ: https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/kijun/tottori.html 
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対象とする土砂災害 土石流及び集中的に発生する山崩れ、がけ崩れ 

発表単位 市町村ごと（鳥取市は｢鳥取市北部｣と｢鳥取市南部｣に分割、伯耆町は｢伯耆町岸本地

域｣と｢伯耆町溝口地域｣に分割） 

発表 大雨警報発表中に実況値及び数時間先までの降雨予測を基に作成した指標（60分間

積算雨量と土壌雨量指数を組み合わせたもの）が発表基準に達した場合 

※なお、地震により地盤のゆるみが生じた場合等は、必要に応じ「鳥取県土砂災害

警戒情報に関する実施要領」に基づき発表基準を引き下げるものとする。 

解除 警戒基準を下回りかつ短時間で再び発表基準を超過しないと予想される場合及び警

戒基準を下回らないが無降雨状態が長時間続いている場合で土壌雨量指数の第２タ

ンク貯留量の降下状況などから総合的に判断する。 

発表対象市町村 鳥取県内19市町村のうち、土砂災害が発生するおそれのある17市町（境港市及び日

吉津村以外の市町）を対象とする。 

※「伯耆町岸本地域｣は岩屋谷、遠藤、大殿、大原、押口、小野、金廻、上細見、岸本、清原、久古、口別

所、小林、小町、坂長、須村、立岩、番原、福岡原、真野、丸山、吉定、吉長、｢伯耆町溝口地域｣は伯耆

町岸本地域を除いた地域 

(７)竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風に対して注意を呼びかける情報で、雷注意

報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発生しやすい気象状況になっているときに、一次細

分区域単位（鳥取県東部など）で発表される。なお、実際に危険度が高まっている場所については竜巻発生確

度ナウキャストで確認することができる。 

また、竜巻の目撃情報が得られた場合には、目撃情報があった地域を示し、その周辺で更なる竜巻等の激し

い突風が発生するおそれが非常に高まっている旨を付加した情報が一次細分区域単位で発表される。 

この情報の有効期間は、発表から概ね 1 時間である。 
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（参考：キキクル（警報の危険度分布）等） 

 警報を補足する情報として、気象庁で公開しているキキクル（警報の危険度分布）等も参考とすること。 

警報の危険度分布等の概要 

種  類 概  要 

土砂キキクル（大雨

警報（土砂災害）の

危険度分布）（土砂

災害警戒判定メッ

シュ情報） 

大雨による土砂災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で 1km 四方の領域ごとに 5

段階に色分けして示す情報。2 時間先までの雨量分布及び土壌雨量指数の予測を用いて

常時 10 分ごとに更新しており、大雨警報（土砂災害）や土砂災害警戒情報等が発表され

たときに、危険度が高まっている場所を面的に確認することができる。 

・黒「災害切迫」：命に危険が及ぶ土砂災害が切迫。土砂災害が既に発生している可能性

が高い状況。直ちに身の安全を確保する必要がある警戒レベル５に相当（緊急安全確

保）。 

・紫「危険」：命に危険が及ぶ土砂災害がいつ発生してもおかしくない状況。避難が必要

とされる警戒レベル４（避難指示）に相当。 

・赤「警戒」：土砂災害への警戒が必要な状況。高齢者等の避難が必要とされる警戒レベ

ル３（高齢者等避難）に相当。 

・黄「注意」：土砂災害への注意が必要な状況。避難に備えハザードマップ等により災害

リスク等を再確認するなど、自らの避難行動の確認が必要とされる警戒レベル２に相

当。 

・白「今後の情報等に留意」：今後の情報や周囲の状況、雨の降り方に留意する。 

浸水キキクル（大雨

警報（浸水害）の危

険度分布） 

短時間強雨による浸水害発生の危険度の高まりの予測をしており、地図上で 1km 四方の

領域ごとに 5 段階に色分けして示す情報。1 時間先までの表面雨量指数の予測を用いて

常時 10 分ごとに更新しており、大雨警報（浸水害）等が発表されたときに、危険度が高

まっている場所を面的に確認することができる。 

・黒「災害切迫」：重大な浸水害が切迫。浸水害がすでに発生している可能性が高い状況。

警戒レベル５相当。 

・紫「危険」：道路が一面冠水し、側溝やマンホールの場所が分からなくなるおそれがあ

る。道路冠水等のために鉄道やバスなどの交通機関の運行に影響がでるおそれがある。

周囲より低い場所にある多くの家屋が、床上まで水に浸かるおそれがある。 

・赤「警戒」：側溝や下水が溢れ、道路がいつ冠水してもおかしくない。周囲より低い場

所にある家屋が、床上まで水に浸かるおそれがある。 

・黄「注意」：周囲より低い場所で側溝や下水が溢れ、道路が冠水するおそれがある。住

宅の地下室や道路のアンダーパスに水が流れ込むおそれがある。周囲より低い場所に

ある家屋が床下まで水に浸かるおそれがある。 

・白「今後の情報等に留意」：普段と同じ状況。雨のときは、雨水が周囲より低い場所に

集まる。 

洪水キキクル（洪水

警報の危険度分布） 

指定河川洪水予報の発表対象ではない中小河川（水位周知河川及びその他河川）の洪水

災害発生の危険度の高まりの予測を、地図上で河川流路を概ね 1km ごとに 5 段階に色分

けして示す情報。3 時間先までの流域雨量指数の予測を用いて常時 10 分ごとに更新して

おり、洪水警報等が発表されたときに、危険度が高まっている場所を面的に確認するこ

とができる。また、大河川で洪水のおそれがあるときに発表される指定河川洪水予報や、

国管理河川の洪水の危険度分布（水害リスクライン）について表示しており、中小河川

の洪水危険度とあわせて確認できる。 

・黒「災害切迫」：重大な洪水災害が切迫。洪水災害がすでに発生している可能性が高い

状況。警戒レベル５（緊急安全確保）に相当。 

・紫「危険」：水位周知河川・その他河川がさらに増水し、今後氾濫し、重大な洪水災害

が発生する可能性が高い状況。警戒レベル４（避難指示）に相当。 

・赤「警戒」：洪水災害への警戒が必要な状況。警戒レベル３（高齢者等避難）に相当。 

・黄「注意」：洪水災害への注意が必要な状況。ハザードマップ等により避難行動を確認

する。今後の情報や周囲の状況、雨の降り方に留意する。警戒レベル２に相当。 

・水色「今後の情報等に留意」：今後の情報や周囲の状況、雨の降り方に留意。 

流域雨量指数の予

測値 

水位周知河川及びその他河川の各河川を対象として、上流域での降雨によって、下流の

対象地点の洪水危険度がどれだけ高まるかを示した情報。6 時間先までの雨量分布の予

測（降水短時間予報等）を取り込んで、流域に降った雨が河川に集まり流れ下る量を計

算して指数化した「流域雨量指数」について、洪水警報等の基準への到達状況に応じて

危険度を色分けし時系列で表示したものを、常時 10 分ごとに更新している。 
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（参考：段階的に発表される防災気象情報と対応する行動） 

 

※出典:気象庁ホームページ（https://www.jma.go.jp/jma/kishou/know/bosai/alertlevel.html） 

 

第３節 気象警報等の伝達 

１ 特別警報・警報・注意報及び気象情報等の伝達実施 

(１)県 

県（県本部事務局又は危機管理部）は、鳥取地方気象台が発表する特別警報・警報・注意報及び気象情報等

を、市町村、関係機関等に伝達するものとする。特に、特別警報について、気象台から通報を受けたとき又は

自ら知ったときは、直ちに市町村に伝達・通知する。その際、県は、市町村への情報の伝達にあたっては、受

信確認の実施等により確実に情報伝達を行うものとする。 

(２)市町村 

市町村は、関係機関からの警報等の伝達を受けた時は、直ちにその内容に応じ、あらかじめ計画された組織

の活動により、的確な防災並びに避難対策等の必要な措置を講ずるとともに、掲示その他適切な方法によっ

て、所在官公庁及び住民に周知するものとする。特に、特別警報について通知を受けたとき又は自ら知ったと

きは、直ちに住民へ周知するための措置をとる。 

(３)関係機関 

ア ＮＴＴ西日本 

ＮＴＴ西日本は、下記の警報等（発表及び解除）の通報を受けた時は、所管の通信網（ＦＡＸ）を通じ、

あらかじめ計画された組織によって直ちにこれを各市町村に伝達する。 

ａ 暴風特別警報  ｂ 暴風雪特別警報  ｃ 大雨特別警報  ｄ 大雪特別警報 ｅ 高潮特別警報 

ｆ 波浪特別警報  ｇ 洪水警報     ｈ 暴風警報    ｉ 暴風雪警報  ｊ 大雨警報 

ｋ 大雪警報    ｌ 高潮警報     ｍ 波浪警報        n 土砂災害警戒情報 

イ 放送機関 

(ア)日本放送協会鳥取放送局長は、注意報の通知を受けた時は、臨機の措置を講じ、速やかに関係地域一般

にこれを放送しなければならない。警報、特別警報の通知を受けたときは、直ちにその通知された事項の

放送をしなければならない。 

(イ)なお、日本海テレビジョン放送、山陰放送、山陰中央テレビジョン放送においても積極的に協力するも

のとする。 

ウ 海上保安庁 

境海上保安部は注意報・警報の通知を受けた時は、必要と認めるものについて関係機関及び港内在泊中の

船舶へ周知する。（第八管区海上保安本部は注意報・警報等の通知を受けたときは、航行警報によって船舶

に周知する。） 
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特別警報・警報・注意報及び気象情報の伝達系統図 

 

 

 

（備考）二重枠で囲まれている機関は、気象業務法施行令第８条第１号及び第３号並びに第９条の規定に基づく法定

伝達先。 

（備考）２重線の経路は、気象業務法第 15 条及び第 15 条の２によって、警報の通知又は周知の措置が義務付けられ

ている伝達経路。 

 

 気象警報等の伝達系統図（通常の伝達が行えない場合の住民への伝達） 

 

（備考）通常の伝達が行えない場合は、加入ＦＡＸ、防災行政無線、使送等適切な手段により通知する。 

  

気
象
庁
・
鳥
取
地
方
気
象
台 

 

鳥取県危機対策・情報課 

日本放送協会鳥取放送局 

国土交通省 

鳥取・倉吉・日野川河川国道事務所 

 
報道機関 

ＮＴＴ西日本・東日本 

住 

民 

 

関係機関 

関係船舶 

消防庁 

海上保安庁本庁第八管区海上保

消防局・ 

各市町村 

 

気
象
庁
・
鳥
取
地
方
気
象
台 

鳥取県危機対策・情報課 

日本放送協会鳥取放送局 

国土交通省鳥取・倉吉・日野川河川国道事務所 

境海上保安部 

ＮＴＴ西日本・東日本 

住 

民 

消防局・各市町村各市町

村 

関係機関 

港内在泊船舶・関係機関 

各市町村 

第八管区海上保安本部 
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 特別警報・警報・注意報及び気象情報の伝達系統図（県の各課等への詳細伝達系統） 

 

＜注意事項＞ 

・部局内各課等への伝達は、各部局等で判断 

・気象情報以外の情報については、危機管理部が必要に応じて伝達 

・その他特定事象については、本表に関わらず危機管理部が必要に応じて関係機関へ伝達 

気
象
庁
・
鳥
取
地
方
気
象
台 

危機管理部 危機管理政策課、原子力安全対策課、消防防災課、消防防災航空センター 

令和の改新

政策戦略本

部 
広報課、東京本部 

令和の改新推進企画課 

総務課（秘書担当含む） 総務部 

地域社会振興部  市町村課 

福祉保健部 福祉保健課 

生活環境部 環境立県推進課 

商工労働部 商工政策課 

農林水産部 農林水産政策課、水産振興課 

技術企画課 

県土総務課、道路企画課、道路建設課、河川課、治山砂防課、 

港湾課、鳥取港湾事務所、各地方機関 

 

県土整備部 

部内各課等 

部内各課・室・局、公文書館 

部内各課等 

部内各課、各地方機関 

部内各課、各地方機関 

部内各課、各機関 

部内各課・局・機関、各地方機関 

会計管理部 会計指導課 

病院局 総務課 

経営企画課 

東部事務所 

企業局 

教育委員会事務局 教育総務課 

議会事務局 総務課 

各総合事務所県民福祉局（東部

圏域においては東部地域振興事

務所東部振興課） 

県土整備事務所（鳥取・八

頭）、各総合事務所県土整備局

（中部・米子・日野） 

各総合事務

所（東部圏

域において

は東部地域

振興事務所

東部振興

課） 

県警警備第二課 

境港管理組合、日赤鳥取県支部、自衛隊鳥取地方協力本部 

陸上自衛隊第８普通科連隊、鳥取県無線漁業協同組合 

各総合事務所保健所・環境建築局・

農林局（東部圏域においては、東部

建築住宅事務所・東部農林事務

所）、各県税事務所 

部内各課 

局内各課、各事業所 

局内各機関 

局内各課・機関、各地方機関 

危
機
対
策
・
情
報
課 

子ども家庭部 子育て王国課 

輝く鳥取創

造本部 
中山間・地域振興課人口

観光政略課、交通政策課 

部内各課等 

部内各課、各機関 

市町村、消防局 

男女協働未来創造本部 未来創造課 部内各課等 

政策統轄総局 政策統轄課 局内各課等 
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２ 鳥取地方気象台による助言 

(１)台風等によって重大な災害が発生することが予測される場合等、必要に応じて、県は鳥取地方気象台と協力

して気象関係に係る説明会を開催し、職員並びに関係機関に対し防災上の注意を行う。 

(２)また、県は、気象関係に係る解説に際し、必要に応じて鳥取地方気象台に対し説明を求め、又は職員の派遣

を要請することができる。 

３ 気象観測記録の収集 

(１)気象観測所を設置又は保有する防災機関は、災害時の観測記録を迅速・的確に収集し、その結果を鳥取地方

気象台に通報するものとする。（気象等観測所の現況は資料編のとおり。） 

なお、観測の結果が他の機関に重大な影響がある場合は、積極的にその内容を関係機関に通報するものとす

る。 

(２)県は、鳥取地方気象台その他防災機関の協力を得て、観測記録の収集に努めるものとし、各機関は積極的に

これに協力するものとする。 

 

第４節 土砂災害発生の危険性に関する情報の伝達 

１ 土砂災害の前兆現象などの情報伝達 

(１)県（県土整備事務所・総合事務所県土整備局）は、住民から土砂災害の前兆現象（資料編参照）の発見情報

について通報を受けた場合、直ちに市町村へ情報の伝達等を行う。 

(２)また、市町村は、県又は住民から土砂災害の前兆現象の発見情報について通報を受けた場合、直ちに周辺住

民への情報伝達を行う。 

(３)市町村又は県（県土整備事務所・総合事務所県土整備局）に情報が入った場合は、県及び市町村で情報共有

を行い、状況に応じて共同で点検を実施する。 

(４)市町村は、必要に応じて避難指示等を発出する。 

 

第５節 異常現象発見時における措置等 

１ 異常現象の種別 

(１)竜巻 農作物、建造物に被害を与える程度以上のもの 

(２)強い降ひょう 農作物等に被害を与える程度以上のもの 

(３)異常潮位 天文潮（干満）から著しくずれ、異常に変動するもの 

(４)異常波浪 海岸等に被害を与える程度以上のうねり、風浪であって、前後の気象状況から判断して異常に大  

きいと認められるもの 

(５)なだれ 建造物又は交通等に被害を与える程度以上のもの 

(６)その他異常なもの 

２ 通報手続 

(１)異常現象を発見した者は、速やかに市町村長、警察官又は海上保安官に通報する。 

(２)通報を受けた警察官又は海上保安官は、その旨市町村長に通報する。 

(３)(１)又は(２)により通報を受けた市町村は、直ちに下記機関に通報する。 

ア 鳥取地方気象台 

イ その地域を管轄する県地方機関その他関係機関 

ウ 当該災害に関係する隣接市町村 

(４)県地方機関は、その旨を直ちに県危機対策・情報課及び関係部課に通報する。 

  (５)県、市町村、警察本部、消防局、その他防災関係機関は、相互に連絡するとともに、鳥取地方気象台にその

旨を直ちに通報する。 

 

第６節 火災気象通報・火災警報及び水防警報等 

１ 火災気象通報の伝達 

   消防法第 22 条の規定により、気象の状況が火災の予防上危険と認められるときに鳥取地方気象台が鳥取県知

事に対して通報し、鳥取県を通じて各一部事務組合又は広域連合（消防局）並びに各市町村に伝達される。 

【火災気象通報の通報基準】 

種類 通報基準 

火災気象通報 鳥取地方気象台が定めた「乾燥注意報」及び「強風注意報」の基準と同一とする。ただ

し、通報基準に該当する場合であっても、降雨、降雪を予報している場合には火災気象通

報として通報しない場合がある。 

２ 火災警報の発出 

(１)一部事務組合の管理者又は広域連合の長は、前項の火災気象通報を受けたとき又は気象の状況が火災の予防

上危険であると認めるときは、火災に関する警報を発することができる。 

(２)火災警報の発出は、自ら又は市町村の防災行政無線等を通じて周知する。 

３ 火災気象通報及び火災警報等の伝達系統 

   火災気象通報及び火災警報等の伝達系統は、次のとおりである。 
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４ 火災警報発出中の火の使用の制限 

火災警報の発出中は、その区域にある者は、火災予防条例に定めるところにより次のとおり、火の使用を制限

される。 

(１)山林、原野等において火入れをしないこと。 

(２)煙火を消費しないこと。 

(３)屋外において火遊び又はたき火をしないこと。 

(４)屋外においては、引火性又は爆発性の物品その他の可燃物の付近で喫煙をしないこと。 

(５)残火(たばこの吸い殻を含む。)、取灰又は火粉を始末すること。 

(６)屋内において裸火を使用するときは、窓、出入口等を閉じて行うこと。 

５ 水防警報の取扱い 

風水害対策編第２部第２章「水防計画」に定めるところによる。 

 

第７節 気象情報等に基づく対応等 

市町村は、警報・注意報及び気象情報等が発表されたときは、住民への伝達に努めると共に、危険性を勘案して

避難指示等の発出を行うものとする。特別警報が発表されたときは、直ちに住民へ周知するための措置をとるとと

もに、重大な災害の危険性が著しく高まっていることを勘案して避難指示等の発出を行うものとする。 

（詳細は第５部「避難対策計画」を参照） 

 

第８節 市町村地域防災計画に定める事項 

県地域防災計画に基づき市町村地域防災計画に定めるべき事項のうち、この章の記載事項に関連するものは以下

のとおりである。 

１ 警報・注意報及び気象情報等の所在官公庁及び住民への周知伝達並びに特別警報の住民への周知の措置 

２ 土砂災害の前兆現象の発見情報の通報の周辺住民への情報伝達及び応急点検等の対策 

３ 異常現象の鳥取地方気象台、県地方機関、隣接市町村その他関係機関への連絡 

４ 火災警報の住民への周知 

鳥取地方気象台 県危機管理部 
一部事務組合又は広

域連合（消防局） 

市町村 

 

所在官公署 

住民 防災行政 

無線 

凡例  火災気象通報 

        火災警報 
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第２章 地震及び津波に関する情報の伝達 

（県関係部局、各関係機関） 

 

第１節 目的 

 この計画は、緊急地震速報及び地震情報、並びに大津波警報・津波警報・津波注意報（以下これらを「津波警報

等」という。）の伝達について必要な事項を定めることを目的とする。 

 

第２節 緊急地震速報、津波警報等、地震、津波情報等の伝達計画  

  １ 緊急地震速報 

気象庁は、最大震度５弱以上または最大長周期地震動階級３以上の揺れが予想された場合に、震度４以上また

は長周期地震動階級３以上が予想される地域（緊急地震速報で用いる区域（※））に対し、地震動により重大な

災害が起こるおそれのある旨を警告して緊急地震速報（警報）を発表する。また、これを報道機関等の協力によ

り住民等へ周知する。 

日本放送協会（ＮＨＫ）は、テレビ、ラジオを通じて住民に提供する。 

※緊急地震速報で用いる区域の名称 

 

 

鳥取県 

緊急地震速報で用いる区域の名称 市町村名 

鳥取県東部 鳥取市、岩美町、若桜町、智頭町、八頭町 

鳥取県中部 倉吉市、三朝町、湯梨浜町、琴浦町、北栄町 

鳥取県西部 米子市、境港市、日吉津村、大山町、南部町、伯耆町、日南町、日野町、江府

町 

（注）緊急地震速報は、地震発生直後に震源に近い観測点で観測された地震波を解析することにより、地震の強

い揺れが来る前に、これから強い揺れがくることを知らせる警報である。このため、内陸の浅い場所で地震

が発生した場合、震源に近い場所では強い揺れの到達に原理的に間に合わない場合がある。なお、震度６弱

以上又は長周期地震動階級４の揺れを予想した緊急地震速報（警報）は、地震動特別警報に位置づけられ

る。 

２ 津波警報等及び津波予報の種類及び内容（詳細は津波災害対策編第１部第２章「津波災害の予防」を参照） 

 気象庁は、地震が発生した時は地震の規模や位置を速やかに推定し、これらをもとに沿岸で予想される津波の

高さを求め、地震が発生してから約 3 分を目標に大津波警報、津波警報又は津波注意報を津波予報区単位で発表

する。 

津波警報等とともに発表する予想される津波の高さは、通常は 5 段階の数値で発表する。ただし、地震の規模

がマグニチュード 8 を超えるような巨大地震に対しては津波警報等発表の時点では、その海域における最大の津

波想定等をもとに津波警報等を発表する。その場合、最初に発表する大津波警報や津波警報では、予想される津

波の高さを「巨大」や「高い」という言葉を用いて発表し、非常事態であることを伝える。予想される津波の高

さを「巨大」などの言葉で発表した場合には、その後、地震の規模が精度良く求められた時点で津波警報等を更

新し、津波情報では予想される津波の高さも数値で発表する。 

ア 津波警報等の種類及び発表基準等 

津波警報等

の種類 

発表基準 

 

 

津波の高さ予想の 

区分 

 

発表される津波の高さ 

数値での発表 

 

定性的表現で

の発表 

大津波警報 予想される津波の最大波の高さが

高いところで３ｍを超える場合 

10ｍ＜高さ 10ｍ超 巨大 

５ｍ＜高さ≦10ｍ 10ｍ 

３ｍ＜高さ≦５ｍ ５ｍ 

津波警報 予想される津波の最大波の高さが

高いところで１ｍを超え、３ｍ以

下の場合 

１ｍ＜高さ≦３ｍ 

 

３ｍ 高い 

 

津波注意報 予想される津波の最大波の高さが

高いところで0.2ｍ以上、１ｍ以

下の場合であって、津波による災

害のおそれがある場合 

0.2ｍ≦高さ≦１ｍ １ｍ （表記なし） 

（注）１ 津波による災害のおそれがなくなったと認められる場合、大津波警報、津波警報又は津波注意報の解

除を行う。このうち、津波の観測状況等により、津波がさらに高くなる可能性は小さいと判断した場

合には、津波の高さが津波注意報の発表基準未満となる前に、海面変動が継続することや留意事項を

付して解除を行う場合がある。 

     ２ 「津波の高さ」とは、津波によって潮位が高くなった時点における潮位と、その時点に津波がなかっ
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たとした場合の潮位との差であって、津波によって潮位が上昇した高さをいう。 

 

イ 津波予報の発表基準及び内容 

種類 発表基準 内容 

津波予報 津波が予想されないとき（地震情報に含め

て発表） 

津波の心配なしの旨を発表 

0.2ｍ未満の海面変動が予想されたとき（

津波に関するその他の情報に含めて発表） 

高いところでも0.2ｍ未満の海面変動のため被害の

心配はなく、特段の防災対応の必要がない旨を発

表 

津波注意報解除後も海面変動が継続すると

き（津波に関するその他の情報に含めて発

表） 

津波に伴う海面変動が観測されており、今後も継

続する可能性が高いため、海に入っての作業や釣

り、海水浴などに際しては十分な留意が必要であ

る旨を発表 

３ 地震・津波に関する情報等の種類及び内容 

  気象庁は、震度 1 以上の地震が観測された場合、発表基準に基づき地震情報、津波情報及び津波予報（以下、

「地震･津波情報等」という。）を発表する。また、気象庁本庁、大阪管区気象台及び鳥取地方気象台は、地震

活動の状況等を知らせるため地震活動に関する解説資料等を提供する。 

区分 情報の種類 発表内容 

地震

情報 

震度速報 地震発生約１分半後に、震度３以上を観測した地域名（全国を188地域に区分、鳥取

県内は鳥取県東部、中部、西部の３区分）と地震の揺れの発現時刻を速報。 

震源に関する情報 震度３以上を観測した場合（津波警報等を発表した場合を除く）地震の発生場所（

震源）やその規模（マグニチュード）に「津波の心配はない」又は「若干の海面変

動があるかもしれないが被害の心配はない」旨を付加して発表。 

震源・震度情報 地震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）、震度１以上を観測した地

点と観測した震度を発表。それに加えて、震度３以上を観測した地点名と市町村毎

の観測した震度を発表。震度５弱以上と考えられる地域で、震度を入手していない

地点がある場合は、その市町村・地点名を発表。 

遠地地震に関する

情報 

国外でマグニチュード7.0以上又は都市部など著しい被害が発生する可能性がある地

域で規模の大きな地震が発生した場合に、地震の発生時刻、発生場所（震源）及び

その規模（マグニチュード）を、日本や国外への津波の影響に関しても記述し発

表。 

その他の情報 顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震が多発した場合の震度１以上を観測し

た地震回数情報等を発表。 

推計震度分布図 震度５弱以上を観測した場合、観測した各地の震度データをもとに、250ｍ四方ごと

に推計した震度（震度４以上）を図情報及び電文情報として発表。報道発表資料や

地震解説資料などに用いられる。 

長周期地震動に関

する観測情報 

震度1以上を観測した地震のうち、長周期地震動階級1以上を観測した場合、地域毎

の震度の最大値・長周期地震動階級の最大値のほか、個別の観測点毎に、長周期地

震動階級や長周期地震動の周期別階級等を発表（地震発生から10分後程度で1回発表

）。震度３以上を観測した場合、高層ビル内での被害の発生可能性等について、地

震の発生場所（震源）やその規模（マグニチュード）、地域ごと及び地点ごとの長

周期地震動階級等を発表。 

 

区分 情報の種類 発表内容 

津波

情報 

津波到達予想時刻・予想さ

れる津波の高さに関する情

報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻（※１）や予想される津波の高さを５

段階の数値（メートル単位）又は２種類の定性的表現で発表 

各地の満潮時刻・津波到達

予想時刻に関する情報 

主な地点の満潮時刻や津波の到達予想時刻を発表 

津波観測に関する情報 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表（※２） 

沖合の津波観測に関する情

報 

沖合で観測した津波の時刻や高さ、及び沖合の観測値から推定される沿岸

での津波の到達時刻や高さを津波予報区単位で発表（※３） 

※１ 津波到達予想時刻・ 予想される津波の高さに関する情報で発表される到達予想時刻は、各津波予報区でもっ

とも早く津波が到達する時刻であり、場所によっては、この時刻よりも１時間以上遅れて津波が襲ってくるこ

ともある。 
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※２ 沿岸で観測された津波の第１波の到達時刻と押し引き、その時点までに観測された最大波の観測時刻と高さ

を発表。最大波の観測値については、大津波警報又は津波警報が発表中の津波予報区において、観測された津

波の高さが低い間は、数値ではなく、「観測中」の言葉で発表して、津波が到達中であることを伝える。 

※３ 沖合で観測された津波の第１波の観測時刻と押し引き、その時点までに観測された最大波の観測時刻と高さ

を観点ごとに発表。また、これら沖合の観測値から推定される沿岸での推定値※（第１波の推定到達時刻、最

大波の推定到達時刻と推定高さ）を津波予報区単位で発表。  

最大波の観測値及び推定値については、一定の基準を満たすまでは数値を発表しない。大津波警報又は津波

警報が発表中の津波予報区において、沿岸で推定される津波の高さが低い間は、数値ではなく「観測中」（沖

合での観測値）又は「推定中」（沿岸での推定値）の言葉で発表して、津波が到達中であることを伝える。 

 

沿岸で観測された津波の最大波の発表内容 

警報・注意報の発表状況 観測された津波の高さ 内 容 

大津波警報を発表中 １ｍ超 数値で発表 

１ｍ以下 「観測中」と発表 

津波警報を発表中 0.2ｍ以上 数値で発表 

0.2ｍ未満 「観測中」と発表 

津波注意報を発表中 （すべての場合） 数値で発表（津波の高さがごく小さい場合は「微弱」と表現。） 

 

沖合で観測された津波の最大波（観測値及び沿岸での推定値※）の発表内容 

警報・注意報の発表状況 沿岸で推定される津波の高さ 内 容 

大津波警報を発表中 ３ｍ超 沖合での観測値、沿岸での推定値とも数値で発表 

３ｍ以下 沖合での観測値を「観測中」、沿岸での推定値を「推

定中」と発表 

津波警報を発表中 １ｍ超 沖合での観測値、沿岸での推定値とも数値で発表 

１ｍ以下 沖合での観測値を「観測中」、沿岸での推定値を「推

定中」と発表 

津波注意報を発表中 （すべての場合） 沖合での観測値、沿岸での推定値とも数値で発表 
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地震に関する解説資料等の種類 

地震に関する 

解説資料等の種類 
発表基準 内容 

地震解説資料 （速報

版） 

以下のいずれかを満たした場合に、一つ

の現象に対して一度だけ発表  

・鳥取県に津波警報等を発表時  

・鳥取県内の観測点で震度４以上を観測 

（ただし、地震が頻発している場合、そ

の都度の発表はしない。） 

地震発生後 30 分程度を目途に、地方

公共団体が初動期の判断のため、状況

把握等に活用できるように、地震の概

要、当該都道府県の情報等、及び津波

や地震の図情報を取りまとめた資料。 

地震解説資料 （詳細

版） 

以下のいずれかを満たした場合に発表す

るほか、状況に応じて必要となる続報を

適宜発表  

・大津波警報・津波警報・津波注意報発

表時・鳥取県に津波警報等を発表時  

・鳥取県内の観測点で震度５弱以上を観

測  

・社会的に関心の高い地震が発生 

地震発生後１～２時間を目途に第１号

を発表する。 

・地震解説資料（全国詳細版） 

地震や津波の特徴を解説するため、

防災上の留意事項やその後の地震活

動の見通し、津波や長周期地震動の

観測状況、緊急地震速報の発表状

況、周辺の地域の過去の地震活動な

ど、より詳しい状況等を取りまとめ

た資料。 

地震発生後１～２時間を目途に

第 1 号を発表し、地震や津波の

特徴を解説するため、地震解説

資料（速報版）の内容に加え

て、防災上の留意事項やその後

の地震活動の見通し、津波や長

周期地震動の観測状況、緊急地

震速報の発表状況、周辺の地域

の過去の地震活動など、より詳

しい状況等を取りまとめた資

料。 

・地震解説資料（地域詳細版） 

地震解説資料（全国詳細版）発表以

降に状況に応じて必要となる続報を

適宜発表するとともに、状況に応じ

て適切な解説を加えることで、防災

対応を支援する資料（地域の地震活

動状況や応じて、単独で提供される

こともある）。 

地震活動図 定期（毎月） 地震・津波に係る災害予想図の作成、

その他防災に係る活動を支援するため

に、毎月の鳥取県の地震活動の状況を

とりまとめた地震活動の傾向等を示す

資料。 

（気象庁による震度階級関連解説表は別表「気象庁震度階級関連解説表」を参照） 
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「気象庁震度階級関連解説表」 

震度

階級 

人間の体感・行動 

 

屋内の状況 

 

屋外の状況 

 

木造建物（住宅） 

耐震性が高い 耐震性が低い 

0 人は揺れを感じない

が、地震計には記録

される。 

    

1 屋内で静かにしてい

る人の中には、揺れ

をわずかに感じる人

がいる。 

2 屋内で静かにしてい

る人の大半が揺れを

感じる。眠っている

人の中には、目を覚

ます人もいる。 

電灯などのつり下げ

物が、わずかに揺れ 

る。 

3 屋内にいる人のほと

んどが、揺れを感じ

る。歩いている人の

中には、揺れを感じ

る人もいる。眠って

いる人の大半が、目

を覚ます。 

棚にある食器類が音

を立てることがあ

る。 

電線が少し揺れる。 

4 ほとんどの人が驚

く。歩いている人の

ほとんどが、揺れを

感じる。眠っている

人のほとんどが、目

を覚ます。 

電灯などのつり下げ

物は大きく揺れ、棚

にある食器類は音を

立てる。座りの悪い

置物が、倒れること

がある。 

電線が大きく揺れ

る。自動車を運転し

ていて、揺れに気付

く人がいる。 

5弱 大半の人が、恐怖を

覚え、物につかまり

たいと感じる。 

電灯などのつり下げ

物は激しく揺れ、棚

にある食器類、書棚

の本が落ちることが

ある。座りの悪い置

物の大半が倒れる。

固定していない家具

が移動することがあ

り、不安定なものは

倒れることがある。 

まれに窓ガラスが割

れて落ちることがあ

る。電柱が揺れるの

がわかる。道路に被

害が生じることがあ

る。 

壁などに軽微なひ

び割れ・亀裂がみ

られることがあ

る。 

5強 大半の人が、物につ

かまらないと歩くこ

とが難しいなど、行

動に支障を感じる。 

棚にある食器類や書

棚の本で、落ちるも

のが多くなる。テレ

ビが台から落ちるこ

とがある。固定して

いない家具が倒れる

ことがある。 

窓ガラスが割れて落

ちることがある。補

強されていないブ

ロック塀が崩れるこ

とがある。据付けが

不十分な自動販売機

が倒れることがあ

る。自動車の運転が

困難となり、停止す

る車もある。 

壁などにひび割

れ・亀裂がみられ

ることがある。 

6弱 立っていることが困

難になる。 

固定していない家具

の大半が移動し、倒

れるものもある。ド

アが開かなくなるこ

とがある｡ 

壁のタイルや窓ガラ

スが破損、落下する

ことがある。 

壁などに軽微なひび

割れ・亀裂がみられ

ることがある。 

壁などのひび割れ・

亀裂が多くなる。壁

などに大きなひび割

れ・亀裂が入ること

がある。瓦が落下し

たり、建物が傾いた

りすることがある。

倒れるものもある。 

6強 立っていることがで

きず、はわないと動

くことができない。

揺れにほんろうさ

れ、動くこともでき

ず、飛ばされること

固定していない家具

のほとんどが移動

し、倒れるものが多

くなる。 

 

壁のタイルや窓ガラ

スが破損、落下する

建物が多くなる。補

強されていないブ

ロック塀のほとんど

が崩れる。 

壁などにひび割れ・

亀裂がみられること

がある。 

壁などに大きなひ

び割れ・亀裂が入

るものが多くな

る。傾くものや、

倒れるものが多く

なる。 
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震度

階級 

人間の体感・行動 

 

屋内の状況 

 

屋外の状況 

 

木造建物（住宅） 

耐震性が高い 耐震性が低い 

もある。 

7 立っていることがで

きず、はわないと動

くことができない。

揺れにほんろうさ

れ、動くこともでき

ず、飛ばされること

もある。 

固定していない家具

のほとんどが移動し

たり倒れたりし、飛

ぶこともある。 

壁のタイルや窓ガラ

スが破損、落下する

建物がさらに多くな

る。補強されている

ブロック塀も破損す

るものがある。 

壁などのひび割れ・

亀裂がさらに多くな

る。まれに傾くこと

がある。 

傾くものや、倒れ

るものがさらに多

くなる。 

 

（注１）木造建物（住宅）の耐震性により２つに区分けした。耐震性は、建築年代の新しいものほど高い傾向があり、

概ね昭和 56 年（1981 年）以前は耐震性が低く、昭和 57 年（1982 年）以降には耐震性が高い傾向がある。しか

し、構法の違いや壁の配置などにより耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高

低が決まるものではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

（注２）この表における木造の壁のひび割れ、亀裂、損壊は、土壁（割り竹下地）、モルタル仕上壁（ラス、金網下地

を含む）を想定している。下地の弱い壁は、建物の変形が少ない状況でも、モルタル等が剥離し、落下しやすく

なる。 

（注３）木造建物の被害は、地震の際の地震動の周期や継続時間によって異なる。平成 20 年（2008 年）岩手・宮城内

陸地震のように、震度に比べ建物被害が少ない事例もある。 

震度

階級 

鉄筋コンクリート造建物 地盤・斜面等 ライフライン・イン

フラ等への影響 

大規模構造物への影響 

 耐震性が高い 耐震性が低い 地盤の状況 斜面等の状況 

0 

 

    【ガス供給の停止】 

安全装置のあるガス

メーター（マイコン

メーター）では震度

５弱程度以上の揺れ

で遮断装置が作動

し、ガスの供給を停

止する。 

さらに揺れが強い場

合には、安全のため

地域ブロック単位で

ガス供給が止まるこ

とがある。 

【断水、停電の発生】 

震度５弱程度以上の

揺れがあった地域で

は、断水、停電が発生

することがある。 

【鉄道の停止、高速

道路の規制等】 
震度４程度以上の揺

れがあった場合に

は、鉄道、高速道路

などで、安全確認の

ため、運転見合わ

せ、速度規制、通行

規制が、各事業者の

判断によって行われ

る。(安全確認のため

の基準は、事業者や

地域によって異な

る。) 

【電話等通信の障害】 

地震災害の発生時、

揺れの強い地域やそ

の周辺の地域におい

て、電話・インター

【長周期地震動※によ

る超高層ビルの揺れ】 

超高層ビルは固有周期

が長いため、固有周期

が短い一般の鉄筋コン

クリート造建物に比べ

て地震時に作用する力

が相対的に小さくなる

性質を持っている。し

かし、長周期地震動に

対しては、ゆっくりと

した揺れが長く続き、

揺れが大きい場合に

は、固定の弱いＯＡ機

器などが大きく移動

し、人も固定している

ものにつかまらない

と、同じ場所にいられ

ない状況となる可能性

がある。 

【石油タンクのスロッ

シング】 

長周期地震動により石

油タンクのスロッシン

グ（タンク内溶液の液

面が大きく揺れる現

象）が発生し、石油が

タンクから溢れ出た

り、火災などが発生し

たりすることがある。 

【大規模空間を有する

施設の天井等の破損、

脱落】 

体育館、屋内プールな

ど大規模空間を有する

施設では、建物の柱、

1 

 

2 

 

3 

 

4 

 

5弱 

 

亀裂※１や

液状化※２

が生じるこ

とがある。 

落石やがけ

崩れが発生

することが

ある。 

5強 壁、梁（は

り）、柱などの

部材に、ひび割

れ・亀裂が入る

ことがある。 

6弱 壁、梁（は

り）、柱など

の部材に、ひ

び割れ・亀裂

が入ることが

ある。 

壁、梁（はり）、

柱などの部材に、

ひび割れ・亀裂が

多くなる。 

地割れが生

じることが

ある。 

がけ崩れや

地すべりが

発生するこ

とがある。 

6強 壁、梁（は

り）、柱など

の部材に、ひ

び割れ・亀裂

が多くなる。 

壁、梁（はり）、

柱などの部材に、

斜めやＸ状のひび

割れ・亀裂がみら

れることがある。

１階あるいは中間

階の柱が崩れ、倒

れるものがある。 

 

大きな地割

れが生じる

ことがあ

る。 

がけ崩れが

多発し、大

規模な地す

べりや山体

の崩壊が発

生すること

がある。※

３ 
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7 壁、梁（は

り）、柱など

の部材に、ひ

び割れ・亀裂

が多くなる。

１階あるいは

中間階が変形

し、まれに傾

くものがあ

る。 

壁、梁（は

り）、柱などの

部材に、斜めや

Ｘ状のひび割

れ・亀裂が多く

なる。１階ある

いは中間階の柱

が崩れ、倒れる

ものが多くな

る。 

ネット等による安否

確認、見舞い、問合

せが増加し、電話等

がつながりにくい状

況（ふくそう）が起こ

ることがある。その

ための対策として、

震度６弱程度以上の

揺れがあった地震な

どの災害の発生時

に、通信事業者によ

り災害用伝言ダイヤ

ルや災害用伝言板な

どの提供が行われ

る。 

【エレベーターの停

止】 

地震管制装置付きの

エレベーターは、震

度５弱程度以上の揺

れがあった場合、安

全のため自動停止す

る。運転再開には、

安全確認などのた

め、時間がかかるこ

とがある。 

※震度６強程度以上

の揺れとなる地震が

あった場合には、広

い地域で、ガス、水

道、電気の供給が停

止することがある。 

壁など構造自体に大き

な被害を生じない程度

の地震動でも、天井等

が大きく揺れたりし

て、破損、脱落するこ

とがある。 

※規模の大きな地震が

発生した場合、長周期

の地震波が発生し、震

源から離れた遠方まで

到達して、平野部では

地盤の固有周期に応じ

て長周期の地震波が増

幅され、継続時間も長

くなることがある。  

 

（注１）鉄筋コンクリート造建物では、建築年代の新しいものほど耐震性が高い傾向があり、概ね昭和 56 年（1981 年）

以前は耐震性が低く、昭和 57 年（1982 年）以降は耐震性が高い傾向がある。しかし、構造形式や平面的、立面

的な耐震壁の配置により耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が決まるも

のではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

（注２）鉄筋コンクリート造建物は、建物の主体構造に影響を受けていない場合でも、軽微なひび割れがみられること

がある。  

（注３）亀裂は、地割れと同じ現象であるが、ここでは規模の小さい地割れを亀裂として表記している。 

（注４）地下水位が高い、ゆるい砂地盤では、液状化が発生することがある。液状化が進行すると、地面からの泥水の

噴出や地盤沈下が起こり、堤防や岸壁が壊れる、下水管やマンホールが浮き上がる、建物の土台が傾いたり壊れ

たりするなどの被害が発生することがある。 

（注５）大規模な地すべりや山体の崩壊等が発生した場合、地形等によっては天然ダムが形成されることがある。ま

た、大量の崩壊土砂が土石流化することもある。 

 

＜気象庁震度階級関連開設表の使用にあたっての留意事項＞ 

・気象庁が発表している震度は、原則として地表や低層建物の一階に設置した震度計による観測値である。この資料

は、ある震度が観測された場合、その周辺で実際にどのような現象や被害が発生するかを示すもので、それぞれの震

度に記述される現象から震度が決定されるものではない。  

・地震動は、地盤や地形に大きく影響されます。震度は震度計が置かれている地点での観測値であり、同じ市町村で

あっても場所によって震度が異なることがある。また、中高層建物の上層階では一般に地表より揺れが強くなるな

ど、同じ建物の中でも、階や場所によって揺れの強さが異なる。  

・震度が同じであっても、地震動の振幅（揺れの大きさ）、周期（揺れが繰り返す時の 1 回あたりの時間の長さ）及び

継続時間などの違いや、対象となる建物や構造物の状態、地盤の状況により被害は異なる。  

・この資料では、ある震度が観測された際に発生する被害の中で、比較的多く見られるものを記述しており、これより

大きな被害が発生したり、逆に小さな被害にとどまる場合もある。また、それぞれの震度階級で示されている全ての

現象が発生するわけではない。 

・この資料は、主に近年発生した被害地震の事例から作成したものです。今後、５年程度で定期的に内容を点検し、新

たな事例が得られたり、建物・構造物の耐震性の向上等によって実状と合わなくなった場合には変更される。  

・この資料では、被害などの量を概数で表せない場合に、一応の目安として、次の副詞・形容詞を用いている。 
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用語 意味 

まれに 

わずか 

大半 

ほとんど 

極めて少ない。めったにない。 

数量・程度が非常に少ない。ほんの少し。 

半分以上。ほとんどよりは少ない。  

全部ではないが、全部に近い。  

が（も）ある、 

が（も）いる 

当該震度階級に特徴的に現れ始めることを表し、量的には多くはないがその数量・程度の概数を

表現できかねる場合に使用。 

多くなる 量的に表現できかねるが、下位の階級より多くなることを表す。 

さらに多くなる 上記の「多くなる」と同じ意味。下位の階級で上記の「多くなる」が使われている場合に使用。 

 ※ 気象庁では、アンケート調査などにより得られた震度を公表することがあるが、これらは「震度○相当」と表現

して、震度計の観測から得られる震度と区別している。 

 

「長周期地震動階級関連解説表」（高層ビルにおける人の体感・行動、室内の状況等との関連） 

長周期地震動階級 人の体感・行動 室内の状況 備考 

長周期地震動階級１ 

（やや大きな揺れ） 

室内にいたほとんどの人

が揺れを感じる。驚く人

もいる。 

ブラインドなど吊り下げもの

が大きく揺れる。 

－ 

長周期地震動階級２ 

（大きな揺れ） 

室内で大きな揺れを感

じ、物につかまりたいと

感じる。物につかまらな

いと歩くことが難しいな

ど、行動に支障を感じる。 

キャスター付き什器がわずか

に動く。棚にある食器類、書

棚の本が落ちることがある。 

－ 

長周期地震動階級３ 

（非常に大きな揺れ） 

立っていることが困難に

なる。 

キャスター付き什器が大きく

動く。固定していない家具が

移動することがあり、不安定

なものは倒れることがある。 

間仕切壁などにひび割れ・ 

亀裂が入ることがある。 

長周期地震動階級４ 

（極めて大きな揺れ） 

立っていることができず、

はわないと動くことがで

きない。揺れにほんろう

される。 

キャスター付き什器が大きく

動き、転倒するものがある。

固定していない家具の大半が

移動し、倒れるものもある｡ 

間仕切壁などにひび割れ・ 

亀裂が多くなる。 

 

＜長周期地震動階級関連解説表の使用にあたっての留意事項＞ 

・長周期地震動階級関連解説表は、固有周期 1.5 秒程度から 8 秒程度までの一般的な高層ビルを対象として、長周

期地震動階級が推計された際に発生する可能性がある被害を記述しており、これより大きな被害が発生したり、逆

に小さな被害にとどまる場合もある。また、それぞれの長周期地震動階級で示されている全ての現象が発生するわ

けではない。 

・長周期地震動階級が同じであっても、対象となる建物や構造物の状態、継続時間などの地震動の性質により被害 

は異なる。 

・長周期地震動階級関連解説表は、主に近年発生した長周期地震動による被害の事例から作成したものである。今

後、顕著な長周期地震動が観測された場合には内容を点検し、新たな事例が得られたり、建物・構造物の耐震性

の向上等によって実状と合わなくなった場合には変更される。 

・長周期地震動階級関連解説表では、被害などの量を概数で表せない場合に、一応の目安として、表３に示す副詞・

形容詞を用いる。 

＜長周期地震動階級関連解説表で用いる副詞・形容詞＞ 

用語 意味 

わずか 数量・程度が非常に少ない。ほんの少し。 

大半 半分以上。ほとんどよりは少ない。 

ほとんど 全部ではないが、全部に近い。 

が（も）ある 

が（も）いる  

当該長周期地震動階級に特徴的に現れ始めることを表し、量的には多くはないがその

数量・程度の概数を表現できかねる場合に使用。 

多くなる 量的に表現できかねるが、下位の階級より多くなることを表す。 

※出典：気象庁ホームページ（https://www.data.jma.go.jp/eew/data/ltpgm_explain/about_level.html） 

４ 緊急地震速報、津波警報等及び地震情報等の発表並びに伝達 

警報等は、気象業務法に定められたところにより気象庁がこれを行い、報道機関の協力を得て公衆に周知させ

るとともに関係機関に通知するものとする。 

 (１)緊急地震速報 
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気象庁は、地震による被害の軽減に資するため、緊急地震速報を発表し、日本放送協会に伝達するととも

に、官邸、関係省庁、地方公共団体への提供に努める。また、放送事業者等の協力を得て、テレビ、ラジオ

（コミュニティＦＭ放送を含む）、携帯電話（緊急速報メール機能を含む）、ワンセグ等を用いて広く国民一

般への緊急地震速報の提供に努めるものとする。 

地方公共団体、放送事業者等は、伝達を受けた緊急地震速報を市町村防災行政無線等により、住民等への伝

達に努めるものとする。 

市町村は、住民への緊急地震速報等の伝達に当たっては、市町村防災行政無線を始めとした効果的かつ確実

な伝達手段を複合的に活用し、対象地域の住民への迅速かつ的確な伝達に努めるものとする。 

(２)津波警報等 

ア 津波警報等の発表及び解除は、気象庁又は大阪管区気象台が行う。ただし、気象業務法施行令第 10 条によ

り津波に関する気象庁の警報事項を適時に受けることができない状況にある地の市町村の長が行う場合があ

る。 

イ 鳥取県は、全域が１つの予報区であり、津波予報区の名称は「鳥取県」である。 

(３)地震・津波情報等 

地震・津波情報等については、気象庁又は大阪管区気象台が行い、鳥取地方気象台は関係機関に伝達する。 
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（参考）緊急地震速報、津波警報等及び地震・津波情報等の流れ 

地震及び津波に関する情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 緊急地震速報、津波警報等及び地震・津波情報等の伝達系統 

(１)緊急地震速報の伝達系統は、別表「緊急地震速報の伝達系統図」のとおりである。 

(２)地震・津波情報の伝達系統は、第１章「気象情報の伝達」別表「特別警報・警報・注意報及び気象情報の伝

達系統図」及び「気象警報等の伝達系統図（通常の伝達が行えない場合の住民への伝達）」のとおりであ

る。 

(３)津波警報等の伝達系統は、別表「津波警報等の伝達系統図」及び「津波警報等の伝達系統図（有線電話途絶

の場合）」のとおりである。 

地 震 発 生 

津波による災害のおそれが 

あると予想される場合 

緊急地震速報（警報） 

震度５弱以上又は長周期地震動階級３以上が予想されたときに発表 

 

震度速報 ※１ 

震度３以上で発表  

 

津波による災害のおそれが 

ないと予想される場合 

津波なし 海面変動あり 

震源に関する情報 

震度３以上で発表 

（若干の海面変動）※２ 

震源に関する情報 

震度３以上で発表 

（津波の心配なし） 

津波警報・注意報 ※１ 

震源・震度情報 

 

 

(若干の海面変動)※２ 

震度１以上の 

観測なしでも発表 

津波予報 ※２ 

（若干の海面変動） 

震源・震度情報 

震度１以上で発表 

（津波の心配なし） 

津波予報 ※３ 

（若干の海面変動） 

推計震度分布図 

震度５弱以上で発表 

沖合の津波観測に関する情報 

推計震度分布図 

   震度５弱以上で発表 

推計震度分布図 

 震度５弱以上で発表 

※１ 津波警報・注意報を震度速報より早く発表する場合あり。 

※２  地震情報に若干の海面変動があるかもしれないが被害の 

      心配はない旨を付加して発表した後、津波予報で海面変動 

      が予想される津波予報区等を発表する。 

※３ 津波警報・注意報を発表している津波予報区以外で海面変 

      動が予想される津波予報区に発表する。 

津波観測に関する情報 

津波到達予想時刻・予想され

る津波の高さに関する情報 

各地の満潮時刻・津波到達  

予想時刻に関する情報 

震源・震度情報 

震度１以上の 

観測なしでも発表 
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 緊急地震速報の伝達系統図 

 

  ＊         はＪ－ＡＬＥＲＴにより伝達されるルート。 

 

 津波警報等の伝達系統図 

 

 

 

 

＊ 必要がある場合の補助ルートとして、鳥取地方気象台から鳥取県警察本部、日本放送協会鳥取放送局、境海上

保安部 に情報伝達される。 

＊ 緊急やむを得ない場合に市町村長が行う（気象業務法施行令第 10 条）津波警報伝達系統は、この図によら

ず、直接住民に伝達するものとする。 

  ＊         はＪ－ＡＬＥＲＴにより伝達されるルート。 

 ＊      は気象業務法第１５条の２によって、特別警報の通知もしくは周知義務づけられている伝達経路。 

 ※ 緊急速報メールは、大津波警報、津波警報が発表されたときに、気象台から携帯電話事業者を通じて関係する

エリアに配信される。 

  

 

 

 

 
鳥取県 

危機対策・情

報課 

県有施設（108施設） 

県庁舎内 
（庁内放送） 

 

消防庁 

 

気象庁 

市町村 住民・市町村有施設 

住民 

（防災行政無線等） 

放送事業者等 

庁内関係部課 

鳥取県 

危機対策・ 

情報課 

気
象
庁
又
は
大
阪
管
区
気
象
台 

鳥取地方気象台 

各関係地方機関 

県支部 

各消防局 

各市町村 

ＮＴＴ西日本・東日

 

 

住 民 

日本放送協会鳥取放送局 

鳥取県警察本部 中国四国管区警察局 警察庁広島地 各警察署 

海上保安庁本庁第五管区海上保安

第八管区海上保安本部 

ＪＲ西日本本社 ＪＲ西日本中国統括

本部 

各駅 

列車 

境海上 

保安部 港内在泊船舶 

・関係機関 

鳥取海上保安署 

船舶 

消防庁 

※大津波警報・津波警報のみ
 

携帯電話事業者 

関東地方整備局携帯 鳥取河川国道事務所 
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津波警報等の伝達系統図（有線電話途絶の場合） 

････は補助ルートで、必要と認める場合。 

 

＊ 有線電話途絶の場合は、防災行政無線電話等を使用するものとする。 

＊ 通信手段のない場合は鳥取地方気象台は鳥取県危機対策・情報課に手交する。 

 

６ 津波警報等及び地震・津波情報等の伝達実施 

(１)県 

県（危機管理部、県本部事務局）は、上記警報等の通知を受けた時は、あらかじめ計画された組織によって

速やかにこれを関係地方機関及び市町村に伝達するものとする。特に、大津波警報について、気象台から通報

を受けたとき又は自ら知ったときは、直ちに市町村に伝達・通知する。その際、県は、市町村への情報の伝達

にあたっては、受信確認の実施等により確実に情報伝達を行うものとする。 

ア 警報等の取扱い 

(ア)警報等は、勤務時間中は危機対策・情報課（県本部事務局）が受信し、本庁関係各課、県各総合事務所

県民福祉局（東部圏域においては東部地域振興事務所東部振興課）、市町村、消防局及び関係機関に伝達

するものとする。 

(イ)上記警報等のうち津波警報等及び地震情報並びに津波情報については、鳥取地方気象台から受信し、自

動的に職員参集・情報提供システムにより関係職員を一斉に参集をかける。市町村・消防局に対して防災

行政無線を通じ、ファクシミリ情報として、さらに市町村に対してはＪ－ＡＬＥＲＴを通じ自動的に伝達

する。 

イ その他緊急時の通報連絡 

     概ね上記アの要領により受信し、関係機関並びに庁内関係各課に連絡するものとする。 

(２)市町村・消防局 

市町村は、関係機関からの津波警報等の伝達を受けた時は、直ちにその内容に応じあらかじめ計画された組

織の活動により、的確な防災並びに避難対策等の必要な措置を講ずるとともに、防災行政無線、広報車等適切

な方法によって、所在官公庁及び市町村民に周知するものとする。特に、大津波警報について通知を受けたと

き又は自ら知ったときは、直ちに住民へ周知するための措置をとる。 

(３)関係機関 

ア ＮＴＴ西日本 

ＮＴＴ西日本福岡センターは、大津波警報又は津波警報（発表及び解除）の通知を受けた時は、Ｆネット

同報通信のファクシミリ送付を通じ、あらかじめ計画された組織によって直ちにこれを各市町村長に伝達す

るものとする。 

イ 警察本部 

警察本部は、津波警報等を受けた時は、所管の通信網によって速やかにこれを各市町村長に伝達するもの

とする。 

ウ 放送機関 

(ア)日本放送協会鳥取放送局は、津波警報等の通知を受けた時は、臨機の措置を講じ、直ちにその通知され

た事項を関係地域一般に放送しなければならない。 

(イ)なお、日本海テレビジョン放送、山陰放送、山陰中央テレビジョン放送、エフエム山陰、日本海ケーブ

ルネットワーク、鳥取テレトピア、中海テレビ放送、鳥取中央有線放送においても積極的に協力するもの

とする。 

エ 海上保安庁 

第八管区海上保安本部は、津波警報等の通知を受けた時は、直ちに航行警報によって船舶に周知する。 

境海上保安部は、津波警報等及び必要に応じて地震情報等を関係機関及び港内在泊中の船舶へ周知する。 

オ ＪＲ西日本 

ＪＲ西日本中国統括本部は、大津波警報及び津波警報の通知を受けたときは、所管の通信網によって速や

かに管内各駅、列車に伝達するものとする。 

 

 

 

鳥取地

方気象

台 

県危機対策・情報課 

警察本部 

日本放送協会鳥取放

警察署 交番・駐在

消防局 

市町村 

 

 

住民 

防災行政無線
 

警察無線
 

警察無線
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７ 地震時における津波警戒による自衛措置 

気象庁の行う津波警報等は、地震発生後遅滞なく発表されることになっているが、沿岸地域各市町村において

は、津波注意報・津波警報・大津波警報発表中及び未発表であって震度４以上の地震を感じたときは、津波の早

期来襲に備えて次の措置をとる。〔震度４の地震は、つり下げ物は大きく揺れ、棚にある食器類は音を立てる。

また、歩いている人も揺れを感じる。〕 

(１)津波の監視 

ア 沿岸地域各市町村においては、安全を確保した上で、津波注意報・津波警報・大津波警報発表中及び震度

４以上の地震発生後少なくとも約 30 分間は海面の状態の監視を実施する。〔日本海北部など地震の発生場

所によっては、津波の到達までに１時間以上を要する可能性があるので注意が必要である。また、気象庁な

ど公的機関による津波情報に留意する必要がある。〕 

イ 沿岸市町村は、地震発生後速やかに津波監視を開始できる者を津波監視担当者として選任する。 

ウ 海面の監視場所は、監視者の安全確保を考慮の上、過去の津波記録等を勘案し、津波の早期発見に適した

場所に設定する。 

(２)報道の聴取 

ア 沿岸地域各市町村は、津波注意報・津波警報・大津波警報発表中及び震度４以上の地震発生後少なくとも

１時間は日本放送協会放送に注意し、必要に応じ適切な対策を講ずるものとする。 

イ 沿岸地域各市町村は、住民が日本放送協会放送や防災広報等を聴取し、自衛措置に努めるよう周知するも

のとする。 

(３)避難指示等 

海面の監視、報道の聴取により被害を伴う津波の発生が予想される場合は、市町村は住民に対して避難の指

示等必要な処置をとる。 

(４)県及び隣接沿岸市町村への連絡 

 市町村は、津波のため住民に避難指示をした場合、速やかに県及び隣接沿岸市町村にその旨連絡する。 

 

第３節 市町村地域防災計画に定める事項 

県地域防災計画に基づき市町村地域防災計画に定めるべき事項のうち、この章の記載事項に関連するものは以下

のとおりである。 

１ 津波警報等及び地震情報の所在官公庁及び住民への周知伝達並びに大津波警報の住民への周知の措置 

２ 津波監視の実施及び必要な対策 


